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ポスター報告タイトル一覧 

会場：大講義室および講義室 3（農学総合棟） 

コアタイム：

[奇数番号ポスター] 12 月 14 日 12：45～13：30

[偶数番号ポスター] 12 月 14 日 13：30～14：15
※ポスター番号末尾の「*」はポスター賞にエントリーしているタイトルです。

＜P-01～P-73（学会）・MP-01～MP-61（山岳）＞ 

P-01*
ニホンザルによる人に対する威嚇行動の個体差：逃走・闘争の個性に着目して
三谷友翼（石川県立大学、現在：岩手大学大学院連合）・江成広斗（山形大学）

P-02*
福島市に生息するニホンザルの群れの利用環境の分析
佐藤麻菜（福島大学）・望月翔太（福島大学）

P-03*
兵庫県に生息するニホンザル(Macaca fuscata)の 農地周辺における泊まり場の環境選択
中祖ゆきな（兵庫県立大学大学院環境人間学研究科）・森光由樹（兵庫県立大学 自然・環

境科学研究所）・藤木大介（兵庫県立大学 自然・環境科学研究所） 
P-04

赤外線カメラ搭載ドローンを用いたニホンザルの群れサイズ調査
小林祥（株式会社野生動物保護管理事務所）

P-05*
福島県福島市におけるツキノワグマのリスクマップの評価
石井奈緒（福島大学）・望月翔太（福島大学）

P-06*
液果樹種の開花量からツキノワグマの出没件数は予測可能か
三國和輝（兵庫県立大学大学院）・藤木大介（兵庫県立大学/自然・環境科学研究所）・横

山真弓（兵庫県立大学/自然・環境科学研究所）・森光由樹（兵庫県立大学/自然・環境科学
研究所） 
P-07

島根県における 2024 年度の堅果類等豊凶調査とツキノワグマの出没予測について
田川 哲・坂倉健太・河本忍（島根県中山間地域研究センター）・澤田誠吾（島根県西部

農林水産振興センター） 
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P-08
森林施業におけるクマによる人身事故の特徴
中下留美子（森林総合研究所）・飯島勇人（森林総合研究所）・佐野由輝（森林整備センタ

ー） 
P-09

ツキノワグマの「ゾーニング管理」で「問題個体」は減らせるのか？
横山真弓（兵庫県立大学)・片山淳之介(森林動物研究センター）・高木俊（兵庫県立大学)

P-10*
カモシカにおける GPS 首輪データを用いた行動圏推定手法の比較
安中美咲（岐阜大学大学院自然科学技術研究科）・山田雄作（株式会社 ROOTS）・ 安藤

正規（岐阜大学応用生物科学部） 
P-11

糞塊調査・アカマツ枝食害調査を用いたシカ捕獲事業の分析と評価
島田慎吾（兵庫県立大学院）・藤木大介（兵庫県立大学院）・内藤和明（兵庫県立大学院）

P-12*
リアルタイムに居場所を把握：ニホンジカ観測ネットワークの構築と管理への活用
中村圭太・水村春香・武田和也・塚田安弘・松山美恵・安田泰輔

P-13
異なる環境条件における二ホンジカの糞の消失率の特徴
姜 兆文（株式会社野生動物保護管理事務所）・大竹崇寛（株式会社野生動物保護管理事

務所） 
P-14*

ヤクシカ切歯列の写真を用いた齢段階区分の試行
杉山陽大(岐阜大学)・水川真希(環境省 屋久島自然保護官事務所)・竹中康進(環境省 屋

久島自然保護官事務所)・中条寧々(岐阜大学)・鈴木正嗣 (岐阜大学) 
P-15*

鳥取県東部主要国道におけるニホンジカのロードキル要因分析
笈川慶司（公立鳥取環境大学大学院環境経営研究科） 加藤禎久（公立鳥取環境大学環境

学部） 
P-16

偶蹄目が滑る特殊ネットを用いた鹿の侵入対策に関する検討
大西崇太・服部浩崇（前田工繊株式会社）

P-17
和歌山県友ヶ島における冬季の塩水による外来シカメスの選択的誘引効果の検証
片石隆斗（株式会社 KANSO テクノス）・岸上真子（株式会社 KANSO テクノス）・樋口

高志（株式会社 KANSO テクノス） 
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P-18 
 御嶽山亜高山帯における哺乳類の生息状況調査 
 池田 敬（信州大学）・鈴木嵩彬（岐阜大学応用生物科学部・岐阜県野生動物管理推進セ
ンター）・七條知哉（岐阜大学応用生物科学部附属野生動物管理学研究センター）・森  基
（岐阜大学応用生物科学部・岐阜県野生動物管理推進センター）・川部満紀（岐阜県環境生
活部） 
P-19 
 自動撮影カメラを用いた集中捕獲地域におけるシカ・イノシシの密度変動の推定 
 高木俊・横山真弓（兵庫県立大学） 
P-20 
 豚熱の感染拡大がイノシシの行動圏形成に及ぼす影響について 
 小寺祐二(宇都宮大学) 
P-21* 
 効果的な豚熱経口ワクチン散布方法の確立 ～ワクチン散布地点におけるイノシシなら
びにその他の野生動物の反応の解析～ 
 松本亜佳音（岐阜大学）・杉山陽大（岐阜大学）・七條知哉（岐阜大学）・鈴木正嗣（岐阜
大学） 
P-22* 
 茂木町に生息するイノシシの個体間接触様式に関する研究 
 藤田遼登（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 
P-23* 
 異なる捕獲圧に応じたイノシシのカメラ撮影頻度 
 王 俊政（福島大学）・望月 翔太（福島大学） 
P-24* 
 沖縄県におけるイノシシによる農作物被害の環境的要因 
 高橋一也(福島大学)・田中靖(駒澤大学)・望月翔太(福島大学) 
P-25* 
 八溝地域におけるイノシシ頭骨の成長様式の解析 
 児矢野愛海（宇都宮大学大学院）・栗原望（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 
P-26* 
 福島県浜通りにおけるイノシシの食性と土地利用の関係性 
 菅原裕弥（福島大学）・小松仁（福島県環境創造センター）・辻大和（石巻専修大学）・望
月翔太（福島大学） 
P-27* 
 栃木県芳賀郡茂木町におけるイノシシのヌタ場を利用する動物相に関する研究 
 江口順利愛（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 
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P-28 
 イノシシ個体群における豚熱発生が茂木町のタヌキの行動に及ぼす影響について 
 中江響（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 
P-29* 
 神奈川県西部里山地域におけるセンサーカメラを用いた中大型哺乳類動物による 放置
竹林の利用状況 
 河原廣希（東京農業大学） 
P-30* 
 バングラデシュ・チッタゴン丘陵地における小型・中型野生哺乳類の生息状況評価 
 Raf Ana Rabbi Shawon（岐阜大学）・Md. Matiur Rahman（岐阜大学/シレット農業大学）・
Md Mehedi Iqbal（東京大学）・森部絢嗣（岐阜大学） 
P-31* 
 高頻度の登山活動に対する食肉目動物の行動的応答 ― 日周性と生息地選択に着目して 
 安井理香・平尾聡秀（東京大学） 
P-32 
 都市ギツネの日周活動性の特徴と、人間による干渉が与える影響の考察 
 池田貴子（北海道大学） 
P-33* 
 栃木県茂木町山間部の未舗装駐車場における鳥類の繁殖について 
 大森茉緒（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 
P-34 
 猛禽類模型の繰り返し提示に対するハシブトガラスの行動応答 
 藤岡珠代（長岡技術科学大学）・白井正樹（電力中央研究所）・山本麻希（長岡技術科学大
学） 
P-35* 
 カワウに対する低出力レーザー光装置を用いた忌避効果の検証 
 東隆佑（長岡技術科学大学）・坪井潤一（水産機構）・山本麻希（長岡技術科学大学） 
P-36* 
 宮古諸島伊良部島における外来インドクジャクの根絶に向けた捕獲及びモニタリング手
法の検討 
 上原佐登（酪農学園大学）・亘悠哉（森林総合研究所）・伊吾田宏正（酪農学園大学） 
P-37* 
 外来哺乳類（ヌートリア・アライグマ）によるドブガイ類の捕食頻度と その頻度に与え
る要因の解明 
 石井秀空（兵庫県立大学大学院）・栗山武夫（兵庫県森林動物研究センター, 兵庫県立大
学 自然・環境科学研究所） 
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P-38 
 餌トラップを用いたアライグマの推定回数の推定 
 渡邉英之（株式会社 野生動物保護管理事務所）・佐々木翔哉（日本エヌ・ユー・エス株式
会社）・田中さくら（岩手県立大学総合政策学部）・鈴木正貴（岩手県立大学総合政策学部） 
P-39* 
 福島県福島市におけるアライグマの分布特性 
 河野晶(福島大学)・望月翔太(福島大学) 
P-40 
 新潟県上越市におけるアライグマの分布調査 
 戸嶋修平(長岡技術科学大学) 
P-41* 
 沖縄島北部におけるノヤギ対策の現状及び課題 
 塚本玄・吉村真由・河内紀浩（株式会社島嶼生物研究所） 
P-42 
 愛媛県の一地域におけるオオキンケイギクの開花状況の観察と駆除の適期に関する考察 
 中村有加里・深瀬 徹（岡山理科大学）・菅 勉・越智崇典（今治市役所） 
P-43* 
 大型水生食虫植物がミジンコ類の局所分布に与える影響 
 朝倉麻結（長野大学）・満尾世志人（長野大学） 
P-44* 
 ネット式電気柵はアナグマ被害に苦しむ農家の味方になるのか 
 室屋敦紀（宮崎大学 農学研究科 動物環境管理学分野）・末松謙一（株式会社末松電子
製作所）・宇佐美二朗（株式会社末松電子製作所）・迫中千晴（株式会社末松電子製作所）・
坂本信介（宮崎大学 農学研究科 動物環境管理学分野） 
P-45 
 衛星通信とスマート家電製品を活用した安価な遠隔捕獲システム HuntBot の実証 
 森部絢嗣（岐阜大学）・櫻井優一（サクラボテクノロジーズ）・三輪哲司（揖斐川町） 
P-46* 
 外来種通報システムを利用した早期防除の実践 
 吉村真由・河内紀浩（株式会社島嶼生物研究所） 
P-47 
 通電性塗料をアスファルト舗装面に適用した際の電気さくの電圧への影響の検証 
 末松謙一（㈱末松電子製作所）・服部義和（㈱末松電子製作所）・宇佐美二郎（㈱末松電子
製作所）・石田秀之（㈱末松電子製作所） 
P-48 
 捕獲した野生動物を用いた動物園での屠体給餌 －令和 5 年度農水省「と体給餌利用促
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進事業」の成果と関連活動－ 
 細谷忠嗣（日本大学）・中山侑（千葉市動物公園）・伴和幸（豊橋総合動植物公園）・西村
直人（糸島ジビエ研究所）・御田成顕（森林総研）・牛田一成（中部大学）・遠井朗子（酪農
学園大学）・坪松耕太（札幌市円山動物園）・土田さやか（中部大学） 
P-49 
 小規模なリンゴ省力栽培圃場への電気柵導入における経営的判断基準 
 中村大輔・小坂井千夏・藤本竜輔（農研機構畜産研）・岩波宏（農研機構果茶研）・竹内正
彦（農研機構畜産研） 
P-50 
 広島県における県域を対象とした中間支援組織による支援 ～令和６年度の活動状況と
今後～ 
 藤井猛・市川哲生（（株）BO-GA）・佐藤充浩・佐伯浩輔（広島県農業技術課）・向谷敦志・
中川浩二（（一社）広島県鳥獣対策等地域支援機構） 
P-51 
 島根県における鳥獣専門指導員の活動および雲南地域における取組事例の報告 
 河本忍・杉原瑞菜・坂倉健太・田川哲・澤田誠吾 
P-52 
 野生動物に関する研修会及び講演会で挙がった質問の傾向について 
 宇野壮春（合同会社東北野生動物保護管理センター） 
P-53 
 科学コミュニケーションとしての地域ぐるみの鳥獣対策支援事業 
 江成はるか（山形大学）・江成広斗（山形大学） 
P-54* 
 地域ぐるみで行う鳥獣対策支援事業における住民ニーズと実施施策の不一致 
 五十嵐さやか（合同会社東北野生動物保護管理センター） 
P-55 
 漁業とのあつれきがある動物の観光利用 ―えりも岬ゼニガタアザラシの事例から― 
 神保美渚（北海道立総合研究機構）・鈴木亜室（Nature Base Rela，えりも町地域おこし協
力隊） 
P-56 
 ニホンザルの被害防除事業のインパクト評価手法の開発 ―兵庫県丹波篠山市の柿収穫
イベント「さる×はた合戦」の事例から― 
 清野未恵子（神戸大学）・鈴木克哉（NPO 法人里地里山問題研究所）・安井直哉（丹波篠
山市役所 農都創造部森づくり課） 
P-57* 
 ニホンザルを対象とした電気柵の機能評価と行動への影響について 
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 坂井もも・山本麻希（長岡技術科学大学） 
P-58 
 関係機関の連携による国立公園でのニホンジカ対策～「日光地域シカ対策共同体」の取組 
 丸山哲也（栃木県林業センター） 
P-59* 
 都道府県による二ホンジカ指定管理鳥獣捕獲等事業の現局面：混合研究法による政策パ
ラダイム転換仮説の検証 
 古賀達也（森林総合研究所）・植松朔子（東京農工大学大学院農学府） 
P-60* 
 豚熱の発生は人々の獣害対策を消極的にする：因果推論手法によるエビデンス 
 遠藤友彦（国立環境研究所）・瓜生真也（徳島大学）・深澤圭太（国立環境研究所）・康 傑
鋒（上智大学）・久保雄広（国立環境研究所） 
P-61 
 アライグマ防除への住民意識向上に向けた普及啓発の効果的な視点 ー低密度地域住民
が考えるアライグマの問題点ー 
 小川 晴那（NPO 法人新潟ワイルドライフリサーチ） 
P-62 
 札幌市のヒグマ管理政策に対する市民の意識分析と対話の意義の検証 
 遠藤優（北海道大学）・池田貴子（北海道大学 CoSTEP）・三上直之（名古屋大学大学院環
境学研究科） 
P-63 
 ゾウ害の有無と自然共生教育が子どものゾウ認知に与える影響の評価：インド・オディッ
サ州を事例に 
 岩﨑慎平（福岡女子大学）・平瀬夏鈴（元福岡女子大学） 
P-64 
 日本国内の飼育下オオカミをめぐる近年の動向 
 梅木佳代（北海道大学） 
P-65 
 市民講座受講者のオオカミとその再導入に対する態度と意識の変化 
 角田裕志（埼玉県環境科学国際センター）・桜井良（立命館大学） 
P-66* 
 国内外来種と地域社会の関係に関する質的調査ー半構造化インタビューを中心にー 
 平木雅（大阪大学）・太田貴大（大阪大学） 
P-67 
 都市林 × 市民科学：市民による生物出現記録のホットスポット分析 
 神宮翔真（森林総合研究所）・海野南（東京大学） 
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P-68 
 Web データによるブナ科植物の国内外での利用実態と関心度の比較調査 
 本橋篤（㈱野生動物保護管理事務所） 
P-69* 

鳥の鳴き声学習ツール「とりトレ」の体験イベント開催による有効性評価 
小川結衣（筑波大学・国立環境研究所）・深澤圭太（国立環境研究所）・長渡真弓（NPO
法人野鳥の会ふくしま）・増渕翔太（NPO 法人野鳥の会ふくしま）・寺山佳奈（国立環境
研究所）・熊田那央（NPO 法人バードリサーチ・国立環境研究所）・吉岡明良（国立環境
研究所） 

P-70 
 基礎科学の探究の魅力・発見の喜びを、どうやって社会に伝えるか？ ―ネイチャーガイ
ドのスキルを活用した、生態学入門ワークショップ― 
 矢崎英盛（東京都立大学）・沖田耕一（聖光学院中学校・高等学校）・池田貴子（北海道大
学） 
P-71 
 野生動物と共生するために私たちができること 
 高崎智裕（福井南高等学校教員）・飯塚理久哉・岡野倖多・相馬一翔・坪川大倭・関笑里・
浜崎夕奈・岩田紗也菜・加藤千尋・齋藤蓮・牧田胡珀・川道惺渚（福井南高等学校生徒） 
P-72 
 カンムリワシの交通事故防止に関わる連携体制 
 岸岡智也（弘前大学）・松本京子（青森公立大学） 
P-73 
 鳥獣保護区と自然公園 ～保護地域の重複を考える 
 奥山正樹（江戸川大学） 
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MP-01*  
森林の成長が根系の崩壊抑制機能に及ぼす影響 
石原龍太・堤大三（信州大学） 

MP-02  
気象景観としての雲海 
上野健一（筑波大学） 

MP-03*  
花崗岩山地小流域における岩盤内亀裂を介した選択的な地下水流動に関する数値実験  
佐竹寅次郎（信州大学大学院），堤大三（信州大学），福山泰治郎（信州大学） 

MP-04*  
カヤノ平ブナ林の葉群ダイナミクス：５年間の LAI の水平・垂直分布の変化からの考察
  
植田時（筑波大学）・廣田充（筑波大学） 

MP-05*  
ヒメシャラの成長における幹枝光合成の重要性  
岡田乃安（静岡大学）・楢本正明（静岡大学）・飯尾淳弘（静岡大学） 

MP-06*  
富士山における登山者の属性と消費行動について  
黒田創將 (筑波大学) 

MP-07*  
日本国内におけるオヤマノエンドウ－根粒菌共生系の系統分化と 関連する共生遺伝子
の探索  
西川いぶき（信州大学） 

MP-08*  
台湾の山林開放政策：台湾の登山の現状を理解するための整理  
松金ゆうこ（筑波大学） 

MP-09*  
小菅神社里宮本殿にみる修験道建築の平面構成─修験道建築の源流とその発展過程の解
明に向けた考察 
小平幸輝（信州大学） 

MP-10* 
キョンの管理活動に関する伊豆大島住民の意識調査 
徐云竜（筑波大学） 

MP-11* 
カラマツ若齢個体における辺材量と樹冠構造の関係 
神江真衣（信州大学）・城田徹央（信州大学）・安江恒（信州大学山岳研） 
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MP-12* 
長崎の斜面地の人口減少による夜景景観との関係性 
岩松颯（筑波大学山岳科学学位プログラム） 

MP-13* 
北アルプス北部におけるニホンジカの越冬地利用の解明 
位田宗一朗(信州大学)・瀧井暁子(信州大学山岳科学研究拠点)・泉山茂之(信州大学山岳
科学研究拠点) 

MP-14* 
インドネシアジャワ島における林業有用樹種ファルカタの交配様式の解明 
石橋菜那（筑波大学）・小沼佑之介（筑波大学）・Sawitri (Gadjah Mada University)・津
村義彦（筑波大学） 

MP-15* 
LED 照射がキノコのエルゴチオネイン含有量に与える影響について 
仁賀木碧海（山梨大学）・片岡良太（山梨大学） 

MP-16* 
長野県におけるアレチウリ群落の効果的な刈り取り時期の検討 
重政海斗（信州大学）・渡邉修（信州大学） 

MP-17 
管理方法が都市緑地の生態系機能に与える影響：芝地の生態系機能研究のためのレビュ
ー 
飛詰峻（筑波大学）・廣田充（筑波大学） 

MP-18*  
西駒ステーション亜高山帯常緑針葉樹林における根呼吸および細根の動態 
坂本小雪（信州大学）・小林元（信州大学） 

MP-19 
大規模競技会場の活用による低開発地域の経済活性化に関する研究 ー 張家口市崇礼区
ゲンティン・スノー・パークと国家スキージャンプセンターを事例にー 
HONG HAOQI（筑波大学） 

MP-20* 
ダケカンバ産地試験林を用いた葉形質の種内変異の評価 
早川朋花（静岡大学）・楢本正明（静岡大学）・飯尾淳弘（静岡大学） 

MP-21 
観光のまなざしから見たアイヌ 文化振興における博物館の役割に関する研究 ー民族共
生象徴空間を事例にー 
馬宸昊（筑波大学） 

MP-22* 
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西駒ステーション亜高山帯常緑針葉樹林におけるバイオマスの時空間変動 
亀井優志（信州大学）・小林元（信州大学山岳科学研究拠点） 

MP-23* 
自動録音を用いたコウモリ群集の広域比較の試み 
ヴァネッサ ゲブレ（理工情報生命学術院生命地球科学研究群（博士前期課程）生物資源
科学学位プログラム ）、安井さち子（日光森林棲コウモリ研究グループ）、上條隆志（筑
波大学生命環境系） 

MP-24* 
河川棲生物の遺伝子を用いた生物学的アプローチにより紐解く中部山岳域の河川争奪 
有賀涼平（信州大院・総合理工）・竹中將起（信州大・理）・東城幸治（信州大・理） 

MP-25* 
紀伊山地における自然信仰と持続的な観光 
加藤彩海（筑波大学・院）・松井圭介（筑波大学・生命環境系） 

MP-26* 
ヒノキ人工林の斜面中腹部と下部の従属栄養呼吸に及ぼすリターフォールの影響 
百田有志(信州大学)・小林元(信州大学山岳科学研究拠点) 

MP-27* 
衛星画像と機械学習を活用した崩壊地自動抽出手法による広域の斜面崩壊地分布図作成 
立川陽菜（筑波大学）・奈佐原顕郎 (筑波大学)・内田太郎（筑波大学） 

MP-28 
土石流扇状地上における土石流の流動特性 
金本航(静岡大学) 

MP-29* 
生態系保全のための高解像度土地利用土地被覆図における植生カテゴリ詳細化-東北地
方の植生と環境に着目して- 
伊藤駿（筑波大）・平山颯太（JAXA）・田殿武雄（JAXA）・奈佐原（西田）顕郎（筑波大） 

MP-30* 
¹³CO₂パルスラベリングを考慮した樹木中の NSC の定量方法の検討 
大井川和心(信州大学農学部)・小田あゆみ(信州大学農学部)・安江恒(信州大学山岳科学
研究拠点) 

MP-31* 
崩壊地内部における地形プロセスの相互作用 -南アルプス大芦沢崩壊地の事例- 
濵野百音（筑波大学） 

MP-32* 
ヒノキ人工林の細根動態が根呼吸へおよぼす影響 
和賀亮太(信州大学）・小林元(信州大学山岳科学研究拠点） 
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MP-33* 
Matsutake Decline in Shinshū: Ecological Factors, Market Dynamics, and Sustainable 
Livelihood Framework 
Ian Neville (University of Tsukuba Student) Furukawa Hitoshi (Nagano-prefectural 
Forestry Research Center), Kumase Takumi (University of Tsukuba Student), Degawa 
Yousuke (University of Tsukuba Professor), Yamada Akiyoshi (Shinshu University 
Professor), Tsuda Yoshiaki (University of Tsukuba Professor) 

MP-34* 
亜高山帯林の標高勾配に沿った細根の呼吸速度と吸水速度の変動 
橋本裕生（信州大学）・増本泰河（信州大学）・高橋耕一（信州大学）・牧田直樹（信州大
学） 

MP-35* 
関東地方の植生の 25 年間の変動 
山根快斗（筑波大学）・奈佐原顕郎（筑波大学） 

MP-36* 
シロバナネコノメソウ Chrysosplenium album（ユキノシタ科）の 遺伝的構造とニッチ
特性の関係性追求 
澤井貴之（信州大院・総合理工）・織田二郎（奈良県香芝市）・竹中將起（信州大・理）・
東城幸治（信州大・理） 

MP-37* 北アルプスに侵入しているニホンジカのミトコンドリア DNA 多型 熊 瀬 卓 己
（筑波大学大学院）・高木俊人（神戸女学院大学）・兼子伸吾（福島大学）・永田純子（森
林総合研究所）・瀧井暁子（信州大学）・泉山茂之（信州大学）・田中啓介（東京情報大学）・
黒江美紗子（長野県環境保全研究所）・津田吉晃（筑波大学） 

MP-38* 
アンズタケの交配型及びアンズタケ類の培養温度特性の比較 
堀 天空・鈴木 悠花( 信州大学総合理工学研究科)・山田 明義(信州大学総合理工学研究
科, 信州大学山岳科学研究拠点) 

MP-39* 
筑波大学構内におけるウスバカゲロウ科の種構成とニッチのすみわけについて 
田ヶ原将己（筑波大院・山岳 DP）・佐藤幸恵（筑波大・MSC） 

MP-40* 
フクドジョウにおける遺伝的混合に伴う多様性への影響 
新沼勇人（信州大院・総合理工），小林建介，竹中將起，東城幸治（信州大・理） 

MP-41* 
新規造成遊水地に出現した水生植物相と保全機能の検証 
荒木聡太（筑波大学）、槐ちがや（土木研究所流域水環境研究グループ）、廣田充（筑波
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大学）、田中法生（国立科学博物館植物研究部） 
MP-42* 

ヒノキ人工林の高齢化による樹冠構造の変化が表面侵食に与える影響 
大和利成（静岡大学大学院山岳流域研究院）・江草智弘（静岡大学学術院農学領域）・今
泉文寿（静岡大学学術院農学領域） 

MP-43* 
茨城県南部の茅場における外来植物の選択的除去が湿性希少植物の生育に与え影響 
大野翔平（筑波大学 山岳科学学位 P）・川田清和（筑波大学 生命環境系） 

MP-44* 
中部山岳に生育するミズナラの肥大成長と気候要素との関係 
FENG YUWEI（信大農）・安江 恒（信大山岳研） 

MP-45* 
冷温帯二次林の植生遷移における長期的変化メカニズムの解明 
大下愛恵 (筑波大学) 

MP-46* 
里地におけるツキノワグマの道路横断時の利用環境 
大津陸（信州大学大学院・総合理工学研究科）・瀧井暁子・泉山茂之（信州大学・山岳科
学研究拠点）・大窪久美子（信州大学農学部） 

MP-47* 
クモの網に捕集される菌類の調査のための手法開発 
安富将吾（筑波大学）・岡根泉（筑波大学生命環境系） 

MP-48* 
長野県の近現代建造物にみるローカル・アーキテクトの傾向 
加藤望夢（信州大学） 

MP-49* 
桃栽培における減農薬・無肥料農地の土壌特性 
浅永葉奈(山梨大学）・土居良太(山梨大学)・片岡良太(山梨大学) 

MP-50* 
モンゴル北部の異なる斜面方位に生育するシラカンバにおける肥大成長の気候応答 
倉田遼大（信州大学）・城田徹央（信州大学）・松浦陽次郎（森林総合研究所）・Gerelbattar 
Sukhbaatar（モンゴル国立大学）・Baatarbileg Nachin（モンゴル国立大学）・安江恒（信
州大学山岳科学拠点） 

MP-51* 
草地に着目した LULC 図の作成 
新田早紀（筑波大学） 

MP-52* 
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マメゲンゴロウ Agabus japonicus の分子系統地理学的研究 
岡本悠佑（信州大・総合理工）・竹中將起（信州大・理・生物）・東城幸治（信州大・理・
生物） 

MP-53* 
歴史の古い草原は新草原・森林よりも根系量は多いか？ －多地点解析－ 
寺嶋 悠人（筑波大学・山岳セ）, 市野 祥子（筑波大学・山岳セ）, 野口 幹仁（京都大
学）, 平山 楽（神戸大学）, 冨髙 まほろ（筑波大学・山岳セ）, 土井 結渚（筑波大学・
山岳セ）, 鈴木 暁久（筑波大学・山岳セ）, 朝田 愛理（神戸大学）, 丑丸 敦史（神戸大
学）, 黒川 紘子（京都大学）, 加藤 拓（東京農業大学）, 田中 健太（筑波大学・山岳セ） 

MP-54* 
異なる菌根菌タイプの高山帯樹木 2 種の細根を介した養分獲得戦略：窒素およびリン吸
収速度と根滲出物速度からの探求 
諏訪竜之介（信州大学）・平野侑（信州大学）・細井彩（信州大学）・北上雄大（三重大学）・
牧田直樹（信州大学） 

MP-55* 
蘚苔類が表層土壌の土壌動物およびリターの分解速度に与える影響 
浅野えれな（筑波大学） 

MP-56* 
中部山岳域におけるヒダサンショウウオ類の遺伝的分化要因 
重田将之介(信州大学・総合理工)・東城幸治(信州大学・理、信州大学・山岳科学研究拠
点) 

MP-57* 
新潟県境周辺の多雪山地における裸地分布の規定要因 
鎌倉京平（筑波大学）・池田敦（筑波大学） 

MP-58* 
河川棲ハビタットジェネラリスト種の分子系統学的研究 
吉田 匠（信州大学大学院・総合医理工学研究科）・竹中 將起（信州大・理・生物）・東
城 幸治（信州大・理・生物） 

MP-59* 
農業用ため池堤体の防災工事における植生配慮工法の効果 
市野祥子（筑波大学） 

MP-60* 
アラスカ内陸部に生育するアラスカカンバの肥大成長の気候応答解析 
島田 康輝・松浦 陽次郎・大橋 伸太・安江 恒 

MP-61 
ベニバナイチヤクソウ根系の窒素吸収速度は標高で変化するのか？ 
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添田愛莉（信州大学）・竹中柊太（信州大学）・米田和博（信州大学）・金澤姫（信州大学）・
諏訪竜之介（信州大学）・牧田直樹（信州大学） 
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P-01* 
 

ニホンザルによる人に対する威嚇行動の個体差：逃走・闘争の個性に着目して 
 

三谷友翼（石川県立大学、現在：岩手大学大学院連合）・江成広斗（山形大学） 

 

近年、ニホンザルによる被害は多様化かつ深刻化している。しかし、人里での本種の研究は農作物の食害
に関連するものが多く、人身被害や生活環境被害に関する研究は依然として少ない。そこで本研究では、人
身被害につながる可能性のある人への威嚇行動に着目し、威嚇行動を表出しやすい個体の特性を明らかに
し、威嚇行動の生態学的意味と被害の予防のための知見を検討することとした。2023 年 6 月から 12 月にか
けて石川県白山市に生息する加害群を追跡し、人の接近を許容する距離「逃走開始距離（Flight Initiation 

Distance; FID）」と、接近時に観察者へ威嚇行動を示すかどうかを記録した。また、アドリブサンプリングに
より、個体間の社会交渉を記録した。ベイズ推定による一般化線形混合モデルにより、威嚇行動の頻度と FID

（大胆さ）、他個体への攻撃的行動の頻度（攻撃性）、性、メスの繁殖状態、接近への馴れの影響を検討した
ところ、FID の短い大胆な個体や、他個体への攻撃性の高い個体が人に対して威嚇行動を表出しやすいこと
が示唆された。また、FID と他個体への攻撃行動の頻度について相関は認められなかった。このことから、
２つの行動特性は別々の個性が反映したものであると考えられた。 

 

 

P-02* 
 

福島市に生息するニホンザルの群れの利用環境の分析 
 

佐藤麻菜（福島大学）・望月翔太（福島大学） 

 

福島市西部の山麓周辺に生息する２つのニホンザル群れ（大平２群、大平３群）に取り付けた GPS 首輪
から得た位置データをもとに、群れの利用環境の違いを評価した。異なる期間で収集したデータを使用し、
固定カーネル法による行動圏の推定と、Manly の資源選択性関数を用いて環境利用における選好および忌避
の傾向を調べた。その結果、山に挟まれた川沿いを行動圏としている大平２群は、春から夏にかけて人工林
を好み、二次林よりも優先して利用する一方で、耕作地（主に果樹園と考えられる）を避ける傾向が見られ
た。このため、大平２群の行動圏内における人工林と二次林の管理状況や環境には差があり、果樹園にエサ
がない時期にはその区域に長く留まらない群れであると考えられた。一方で、大平２群の行動圏に隣接する
大平３群は、草地を好む傾向が強く、夏や秋には耕作地も利用するため、気温の高低がそれほど厳しくない
時期には草地を多く利用する。このことから、大平３群が周辺の耕作地を利用する障壁は比較的低いと推測
された。また、大平２群の行動圏の変化が影響し、大平３群の行動圏が狭まっている可能性も示唆された。 
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P-03* 
 

兵庫県に生息するニホンザル(Macaca fuscata)の 農地周辺における泊まり場の環境選択 
 

中祖ゆきな（兵庫県立大学大学院環境人間学研究科）・森光由樹（兵庫県立大学 自然・環境科学研究所） 

・藤木大介（兵庫県立大学 自然・環境科学研究所） 

 

霊長類の泊まり場選択には、捕食者からの防御、採食場所へのアクセス、体温保持が重要な要因とされる。
しかし、ニホンザルの泊まり場の選択要因や利用環境については未解明な点が多い。そこで本研究では、ニ
ホンザルの群れの泊まり場の環境特性と季節変化を明らかにすることを目的とした。調査地は兵庫県神河
町・朝来市で、農地依存型の群れ(2 群)と自然利用型の群れ(2群)が生息している。解析は、GPS首輪によっ
て取得されたデータを用いて行った。20 時の測位データを泊まり場とし、2020年～2023 年のデータを用い
た。まず点分布解析により、農地依存型の群れの泊まり場の分布には集中利用場所が確認された。そこで集
中的に利用されている泊まり場について分析を行った結果、サルは冬期、農地に近い場所や東－南向き斜
面、夕方の気温が高い場所を泊まり場として選択している傾向が見られた。これにより、冬期の泊まり場選
択には採食場所へのアクセスや体温保持が影響している可能性がある。一方、泊まり場の植生タイプに季節
差は見られなかった。冬期の体温保持は常緑針葉樹の利用など植生タイプによるものではなく、斜面方位な
ど他の要因による可能性が考えられた。 

 

 

P-04 
 

赤外線カメラ搭載ドローンを用いたニホンザルの群れサイズ調査 
 

小林祥（株式会社野生動物保護管理事務所） 

 

本発表では、赤外線カメラを搭載したドローンによるニホンザル（以下、サル）の群れの上空撮影を通じ
た群れサイズの把握について報告する。ドローンを群れの上空 80～100m で飛行させ、可視光カメラと赤外
線カメラの両方を用いて群れを撮影し、森林内のサル群れの検出を試みた。冬季の林冠が閉鎖されていない
落葉樹林では、樹上の個体だけでなく、木の下の地面にいるサルも検出可能であった。また、冬季は気温が
低いため周囲の温度とサルの体温の差が大きく、検出が容易であった。一方、針葉樹など常緑樹林内にいる
サルの検出は困難であった。ドローンによるサル群れの検出は、植生や気温に影響されるものの、短時間で
広範囲を調査できるため、群れサイズの把握に有用であることが示唆された。サルの被害対策には群れ管理
が有効であり、そのためには群れのサイズの把握が重要である。従来の直接観察による個体数調査と比較し
て、群れの個体数や性年齢構成を正確に把握することは難しいが、おおよその群れサイズの把握であれば少
人数かつ短期間で実施できる可能性がある。 
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P-05* 
 

福島県福島市におけるツキノワグマのリスクマップの評価 
 

石井奈緒（福島大学）・望月翔太（福島大学） 

 

福島県では、ツキノワグマによる人身被害の増加やアーバンベア化が進行しており、2024 年から「指定
管理鳥獣」に指定されている。地域住民の被害を防止するためには、ツキノワグマの適切な管理とリスクの
可視化が求められる。本研究では、福島市における 2023 年の大量出没年の出没環境を解析し、特に春夏の
市街地出没の要因を明らかにすることを目的とする。これに基づき、ツキノワグマの出没リスクマップを作
成した。 本研究では、2018 年から 2023年までの福島市内の目撃地点データと環境省の植生図を用い、QGIS

でデータを整理した。一般化加法モデル（GAM）を用いてツキノワグマの生息地選択を解析し、Maxent で
50m から 3000m まで 8種類のバッファサイズごとにリスクマップを作成した。AUC 値に基づき最適なレイ
ヤを選定し、GPS 首輪データを用いてモデルの精度を検証した。最終的に、得られたリスクマップを基に、
福島市における被害対策と管理の方向性について考察を行った。本研究は、ツキノワグマの出没リスクの可
視化と、地域住民の安全確保に資する管理の基盤を提供するものである。 

 

 

P-06* 
 

液果樹種の開花量からツキノワグマの出没件数は予測可能か 
 

三國和輝（兵庫県立大学大学院）・藤木大介（兵庫県立大学/自然・環境科学研究所） 

・横山真弓（兵庫県立大学/自然・環境科学研究所）・森光由樹（兵庫県立大学/自然・環境科学研究所） 

 

近年、野生動物と人間の軋轢(HWC)が国際的な問題となっている。野生動物管理者は大規模な被害発生を
事前に予測し、予防措置の立案及び予算配分、人員配置等を決定する必要がある。兵庫県ではツキノワグマ
（以下、クマ）の出没件数をブナ科種子の豊凶調査に基づいて推定している。ブナ科種子はツキノワグマに
とって入手可能性が高く、冬眠前の脂肪蓄積と繁殖成功に最も重要な資源と考えられている。一方で、液果
類は一般的にブナ科種子ほど重要視されていない。しかし、近畿北部西側個体群のツキノワグマはブナ科種
子への依存度が低く、液果類への依存度が高い。こうした個体群はクマの行動がブナ科種子生産量に制限さ
れにくいため、予測モデルの説明力が低くなる。よって液果類の豊凶変動を説明変数に加えることでモデル
の説明力が向上し、より実際の食性を反映したモデルとすることができるだろう。本研究では過去のツキノ
ワグマの出没件数を液果類の豊凶から事後的に推定する。液果類の生産量は追跡的に求めることが困難であ
るため、今回は豊凶指数として開花量変動を用いる。開花量は枝系解析によって枝に残る花序および果柄の
脱落痕跡から過去に遡って求める。 
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P-07 
 

島根県における 2024 年度の堅果類等豊凶調査とツキノワグマの出没予測について 
 

田川哲・坂倉健太・河本忍（島根県中山間地域研究センター） 

・澤田誠吾（島根県西部農林水産振興センター） 

 

島根県では、2012 年より堅果類等の豊凶調査を行い、ツキノワグマの秋季出没を予測している。島根県
に生育する堅果類は樹種が多く、樹種間では豊凶が同調しないため、森林内の餌資源量を把握することは難
しい。そのためツキノワグマの秋季出没を予測することが困難であった。そこで、本発表ではツキノワグマ
の秋季出没を予測するためにベイズ推定を用いて解析した結果を紹介する。豊凶調査は 20 ㎞メッシュごと
に調査対象樹種それぞれ３本×３回の目視によるカウントを行い、その平均値をメッシュの豊凶指数とした。
目的変数はツキノワグマの秋季出没数（目撃数＋捕獲数＋確実な痕跡数）、説明変数はコナラ、シバグリ、
スダジイの豊凶指数とコナラとシバグリの交互作用項、前回の大量出没からの年数、8 月末までの捕獲数、
地域差を考慮するためにメッシュ番号をカテゴリ変数として扱った。なお、豊凶調査対象樹種のうち、県内
に広く生育する樹種に限って解析した。事前分布は無情報事前分布とし、チェーン数を４回、繰り返し数は
4000 回、バーンイン期間は 2000 とした。メッシュごとの出没数の中央値は、過去 5 年平均の 147％～307％
と推定され、大量出没の可能性が高いことが示された。 

 

 

P-08 
 

森林施業におけるクマによる人身事故の特徴 
 

中下留美子（森林総合研究所）・飯島勇人（森林総合研究所）・佐野由輝（森林整備センター） 

 

近年、クマ（ヒグマおよびツキノワグマ）による人身被害が増加している。クマによる人身被害は、クマ
が活動する春から秋に森林内で多く発生し、山菜やキノコ採りなど人がクマの生息地に多く入り込む時期と
一致している。夏は農地など人里周辺でも発生しやすく、堅果類凶作年には秋に人里周辺で増加する。一方、
林業現場では通年作業員がクマの生息地である林内に立ち入るにもかかわらず、クマによる人身被害はそれ
ほど多くない。本研究では、林業・木材製造業労働安全防止協会および森林整備センターによる労働災害の
記録、西中国地方（広島、島根、山口）におけるツキノワグマ人身被害記録を用いて、森林施業中のクマに
よる人身事故の特徴について検討した。その結果、これまでに発生した森林施業中のクマによる事故の大半
が 1-3月の冬期に発生してており、通常多く発生しているクマの活動期ではなかった。また、2024年 3 月に
島根県で発生した事故では現場調査により当歳仔を連れた母グマによる防衛的な攻撃だったと考えられた。
今後更なる統計資料を収集し、森林施業中のクマによる人身事故の特徴を明らかにし、林業におけるクマに
よる労働災害防止対策を検討したい。 
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P-09 
 

ツキノワグマの「ゾーニング管理」で「問題個体」は減らせるのか？ 
 

横山真弓（兵庫県立大学)・片山淳之介（森林動物研究センター）・高木俊（兵庫県立大学） 

 

兵庫県では、2011 年にツキノワグマの個体数の増加傾向が確認され、2015 年には推定生息数の中央値が
800 頭以上を超え、毎年 100 頭以上増加する可能性が強く示唆された。そこで、2016年から狩猟を部分解禁
し、2017年からは人為的環境から 200m 内において、捕獲を強化する「ゾーニング管理」を開始した。2010

年の大量出没年には 70 頭を殺処分した。ゾーニング管理により殺処分数は 30 頭を超える状況となり 2018

年には 58頭、2019年には 116 頭、2020年には 50 頭と急激に増加した。特に夏期の捕獲が増え、秋期には、
大量出没が起こらない傾向が 2023年まで続いた。2024 年は大量出没年となったが深刻な人為的環境に居座
るような個体は見られなかった。以上のような現象は、ゾーニング管理により問題個体あるいは問題個体予
備軍をあらかじめ捕獲することにより、問題個体（人や人為的環境を恐れず大胆な行動をとり、深刻な被害
を与える個体）を取り除くことに成功したのではないか、という仮説を立てた。本研究では、兵庫県におい
て、2003 年～2024 年までに殺処分された個体及び錯誤捕獲により放獣された個体の記録 559 個体及び対応
した件数 5911 件の記録から、性別、年齢、捕獲位置、捕獲再捕獲の情報から分析し、仮説を検証する。 

 

 

P-10* 
 

カモシカにおける GPS 首輪データを用いた行動圏推定手法の比較 
 

安中美咲（岐阜大学大学院自然科学技術研究科）・山田雄作（株式会社 ROOTS）・安藤正規（岐阜大学応用生
物科学部） 

 

近年 GPS 首輪を用いた野生動物の行動圏調査が多く実施されている。一般的には測位点の座標情報に基
づくカーネル密度から行動圏を推定するカーネル法が用いられるが、本手法では動物の移動経路は考慮され
ない。本研究では岐阜大学位山演習林周辺地域で捕獲されたカモシカ 4 頭に GPS 首輪を装着、追跡調査を
実施し、従来のカーネル法(以下カーネル法)と、移動経路に基づくカーネル密度から行動圏を推定する
Brownian Bridge Movement Model(以下 BBMM)を用いて行動圏を推定し、結果を比較した。GPS 首輪は、3 時
間間隔で測位する設定で装着した。カーネル法、BBMM ともに 95%カーネルを行動圏、50%カーネルをコ
アエリアとした。2 個体について、BBMM で推定された行動圏・コアエリアは、カーネル法と比較してより
測位点の分布にフィットした形状となり、また面積は小さく推定された。加えて、BBMM ではより詳細に
分割されたコアエリアが推定された。他の 2 個体について、BBMM で推定された行動圏・コアエリアの面
積は、カーネル法よりも大きくなった。うち 1 個体について、BBMM ではカーネル法を用いた場合の約 2

倍の行動圏面積が推定され、またその外郭は測位点から離れていたことから、行動圏面積の過大評価が考え
られた。 
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P-11 
 

糞塊調査・アカマツ枝食害調査を用いたシカ捕獲事業の分析と評価 
 

島田慎吾（兵庫県立大学院）・藤木大介（兵庫県立大学院）・内藤和明（兵庫県立大学院） 

 

兵庫県豊岡市では 2014 年のシカ捕獲強化事業開始以降、毎年 6,500 頭以上を捕獲してきたが、2023 年度
は 6,500頭を初めて下回った。より効率的な捕獲を行うためには自治体実務に沿ったスケールでのデータが
必要であるが、県の調査は 5km×4km 単位で行われており、自治体が扱うにはスケールが大きいという課題
がある。本研究では自治体実務の基本となる行政区単位で調査・分析を行い、捕獲事業の評価及び効率的な
捕獲のためのデータ提供を行うことを目的とした。１年目は有害鳥獣捕獲数に関わる要因を調べるため、
2023 年秋季に糞塊調査を市内 51行政区で実施した。その結果、捕獲数の８割以上を占める罠での捕獲数が
生息密度（糞塊密度）に加え、行政区の重心点から 1km バッファ内の罠捕獲従事者数に強い影響があるこ
とが明らかとなった。 ２年目は行政区ごとの捕獲優先度及び捕獲による経時的変化を明らかにするために、
指標植物として準不嗜好植物であるアカマツを選択し、当年枝の食害率調査を行った。結果を arcGIS（esri

社）の IDW 法を用いて採食圧を可視化し、2020 年との差を取ることにより経時変化を明らかにした。 

 

 

P-12* 
 

リアルタイムに居場所を把握：ニホンジカ観測ネットワークの構築と管理への活用 
 

中村圭太・水村春香・武田和也・塚田安弘・松山美恵・安田泰輔 

 

ニホンジカ（Cervus nippon；以下，「シカ」）は、1990 年代から日本各地で生息数が急増し、日本列島のシ
カの個体数は歴史的な高水準となっており、捕獲効率を高める工夫が求められている。本研究では、画像送
信機能の付いたセンサーカメラと機械学習を組み合わせることで、シカをリアルタイムで観測する仕組みを
構築し、その精度を検証した。出没状況把握のため、2022 年 11 月～2024年 2 月に富士北麓の広域（448 ㎢）
で 50 地点に画像送信機能付きセンサーカメラを設置した。機械学習モデルを構築するために、2022 年 11 月
～2023 年 6 月に撮影されたシカの画像をすべて抽出し、シカである場合は「deer」、シカでない場合は「no 

deer」のラベルを付与し教師データとした。訓練した機械学習モデルは mAP50=0.877と高い性能を示した。
各センサーカメラの適合率は 0.41～0.96、再現率 0.74～1 であった。背景の一部を「deer」と誤検知した地点
があり、誤検知を減らす工夫が必要である。また、富士北麓でオスとメスの性的分離が生じていることが明
らかとなった。即時的なシカの出没情報の発信が可能であり、優先的に捕獲すべきメスの分布状況が把握で
きるため、捕獲の効率化を含め今後のシカ管理に有効な仕組みであると考えられる。 
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P-13 
 

異なる環境条件における二ホンジカの糞の消失率の特徴 
 

姜兆文（株式会社野生動物保護管理事務所）・大竹崇寛（株式会社野生動物保護管理事務所） 

 

糞粒法を用いてシカの個体数推定を行うには、糞の消失率を適切に考慮することが重要である。シカの糞
の消失率は地域によって異なり、その消失には植生、季節、糞虫の活動などの環境要因が影響すると考えら
れる。多摩川の上流域である東京都水道水源林における糞の消失パターンを明らかにするため、各植生（開
放地、落葉広葉樹林、常緑針葉樹林）で、標高 1000m、1500m の 2 地域を選定し、計 6 地点で糞の消失率調
査を行った。各調査地点において、調査回毎に約 25cm×25cm の区画を 2 箇所設け、それぞれの区画に現地
で採集した新しい糞（30～100 粒）を設置し、定期的に残存する糞粒をカウントした。調査期間は 2005 年 7

月中旬から 2007 年 3 月までだった。糞の消失パターンが設置した植生、標高、季節によって異なるか明ら
かにするために、Cox 比例ハザードモデルによる生存分析を実施した。各変数のみを加えたモデルでは、植
生タイプと季節で有意に糞の消失率に影響を与えていた。一方で、標高のみによる違いは見られなかった。
発表には消失パターンの具体的な特徴を示し、複数の変数を加えたモデルでの評価と考察も行う予定である
（本発表は東京都水道局水源管理事務所委託業務の調査結果である）。 

 

 

P-14* 
 

ヤクシカ切歯列の写真を用いた齢段階区分の試行 
 

杉山陽大（岐阜大学）・水川真希（環境省屋久島自然保護官事務所） 

・竹中康進（環境省屋久島自然保護官事務所）・中条寧々（岐阜大学）・鈴木正嗣（岐阜大学） 

 

シカ類の個体数管理を行う上で、繁殖能力を有する成獣メスの捕獲が効率的に行われて いるか否かの検
証は欠かせず、その実施にあたり捕獲個体における幼獣か成獣かの判断が必要となる。下顎骨の採取・保管
が困難な状況においては、一定の方法にもとづき捕獲従事者が撮影した切歯列の写真を用い、熟練した実務
者が客観的に幼獣か成獣かを判断することが望ましい。しかし、現状では、判断を適切に行うための写真撮
影方法は標準化されていない。そこで、試行的に作成した書式をもとに撮影されたヤクシカ切歯列の写真を
解析し、その有用性の確認を行った。124頭の捕獲個体から得られた写真のうち、拡大せずとも判別可能で
あったのは 11.3％に過ぎなかった。一方、デジタル画像として拡大すれば判別可能だったのは 49.2％、拡大
しても判別不可能だったのは 39.5％に達していた。判断が困難もしくは不可能であった要因として、「歯間
の汚れ」や「焦点が合っていない」、「歯表面の汚れ」等が挙げられた。これらの要因を改善するための留意
点を盛り込んだ撮影マニュアルを作成することで、判別成功率は大幅に向上するものと考えられた。 
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P-15* 
 

鳥取県東部主要国道におけるニホンジカのロードキル要因分析 
 

笈川慶司（公立鳥取環境大学大学院環境経営研究科）・加藤禎久（公立鳥取環境大学環境学部） 

 

近年、鳥取県ではニホンジカの分布域の拡大及び個体数の増加による農林業や植生への被害が問題視され
ている。それに伴って、鳥取県では 2015年度以降大型動物の事故件数が増加しており、2015 年での事故発
生件数は 86 件であったのに対し、2020 年度は 154 件と 2倍近くにまで増加している。鳥取県でのシカとの
交通事故に関する報告は 1993-2003 年度のみで、当時はシカの占める割合が 1％程度であることが記されて
いた。そのため、シカの個体数及び分布が拡大している現在とは交通事故発生状況が異なる可能性がある。
また、鳥取県をはじめとした多くの地域でニホンジカの個体数が増加しているものの、国内のシカ類の交通
事故に関する文献のほとんどが北海道であり、本州での報告は少ない。本研究では、鳥取県東部の国道上で
発生するシカの交通事故要因を明らかにするため、事故件数を目的変数、環境要因を説明変数として負の二
項回帰分析を行った。その結果、事故の発生区間や時期に偏りが見られ、シカの生活史や土地利用の影響を
受けている可能性が示唆された。 

 

 

P-16 
 

偶蹄目が滑る特殊ネットを用いた鹿の侵入対策に関する検討 
 

大西崇太・服部浩崇（前田工繊株式会社） 

 

近年、農村地区や山腹・道路のり面での鹿や猪による被害が深刻化している。特に、のり面では、踏み荒
らしや食害による裸地化によって、土砂災害などの発生リスクの上昇も強く懸念されている。また、傾斜地
での侵入防止柵の設置は困難な場合が多く、積雪地域においては、積雪などによる破損・崩壊なども散見さ
れる。これらの状況を鑑み、施工性に優れ、積雪にも強い侵入抑制材の作製を検討した。作製した材料は、
目合いが約 10×5 mm の特殊成型ネットである。このネットは表面円滑性が高く、鹿などの蹄を持った動物
（偶蹄目）がネット上で滑りやすいため、保護したい領域周辺に同ネットを敷設する事によって、保護領域
への侵入抑制効果を期待したものである。主に鹿頻出区での、のり面緑化工事を対象として同材料による検
証を複数現場で進めている。ここまで、対象区と比較した施工後の植生状況が、良好な試験経過が得られて
いる。定点カメラによるモニタリングでは、実際に鹿がネット上で滑る様子も多数確認されている。簡易的
な侵入抑制材としては、効果を十分期待できるものであると考えており、今後同ネットの敷設幅や勾配と効
果の関係を明確にしていきたいと考えている。 
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P-17 
 

和歌山県友ヶ島における冬季の塩水による外来シカメスの選択的誘引効果の検証 
 

片石隆斗（株式会社 KANSO テクノス）・岸上真子（株式会社 KANSO テクノス） 

・樋口高志（株式会社 KANSO テクノス） 

 

和歌山県の無人島である友ヶ島には、1955 年にタイワンジカ交雑種（以下、外来シカ）が導入された。和
歌山県は、本土の在来ニホンジカとの交雑防止、友ヶ島の生態系への影響低減を目的として 2021 年度より
防除事業を進めてきた。外来シカの低密度化、根絶を効果的・効率的に進めるにあたり、メスの選択的捕獲
は有効と考えられる。近年、塩化ナトリウム溶液（以下、塩水）によりニホンジカのメス個体が選択的に誘
引される可能性を示唆する報告があったため、友ヶ島の外来シカに適用可能か検証を行った。先行研究に準
じ、容器に塩水または真水を満たし、2023年 11月から 2024 年 2月にかけて林内各 6 箇所、計 12 箇所設置
した。外来シカの誘引状況を把握するため、自動撮影カメラ（1 分間動画撮影）を設置した。撮影動画から
日時、性別、齢区分、行動（採水/探索/通過）を記録した。調査の結果、塩水、真水いずれも採水行動が少
なく、塩水に対するメスの選択的誘引効果の有無は評価できなかった。調査地は島のため周囲が海であり、
塩分を海水から摂取しているため塩水誘引効果がない、塩分要求が高まる時期が本調査時期よりも後である
等の可能性が考えられた。 

 

 

P-18 
 

御嶽山亜高山帯における哺乳類の生息状況調査 
 

池田敬（信州大学）・鈴木嵩彬（岐阜大学応用生物科学部・岐阜県野生動物管理推進センター） 

・七條知哉（岐阜大学応用生物科学部附属野生動物管理学研究センター） 

・森基（岐阜大学応用生物科学部・岐阜県野生動物管理推進センター）・川部満紀（岐阜県環境生活部） 

 

日本の高山・亜高山帯には，希少動植物が生息・生育し，国内外で価値の高い山岳生態系が維持されてい
る。本調査地である御嶽山では，ニホンジカによる高山植物への食害や，その食害によるライチョウの生息
環境の改変，食肉目によるライチョウの捕食など，山岳生態系に与える影響が懸念されているが，高山・亜
高山帯における哺乳類の生息状況を実施した調査は限られている。本研究では，御嶽山亜高山帯における哺
乳類の生息状況を把握することを目的とし，岐阜県側と長野県側の登山道沿いでカメラトラップ調査を実施
した。岐阜県側と長野県側の調査は，それぞれ 12 台と 16 台の自動撮影カメラを 7 月中旬〜10 月中旬に設
置した。その後，撮影された哺乳類の撮影頻度（100 カメラ日当たりの撮影頭数）を算出した。その結果，
岐阜県側における撮影頻度は，ニホンノウサギ，ニホンリス，ニホンカモシカの順で高かった。その一方で，
ニホンジカは撮影されず，食肉目の撮影頻度は他の種よりも低かった。現時点では，ニホンジカが山岳生態
系に影響を及ぼす可能性は低いが，高山・亜高山帯における哺乳類の生息・侵入状況を継続的にモニタリン
グする必要があるだろう。 
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P-19 
 

自動撮影カメラを用いた集中捕獲地域におけるシカ・イノシシの密度変動の推定 
 

高木俊・横山真弓（兵庫県立大学） 

 

捕獲による低密度化は野生動物の分布や被害の拡大を抑えるうえで重要な管理手法の一つである。国営明
石海峡公園神戸地区では兵庫県立大学によるシカの個体数低減に向けた試験捕獲が実施されている。隣接す
る六甲山系への侵入が懸念されたことから、2013 年以降集中的な捕獲試験が行われ、捕獲開始から 5 年で
半減以上の密度低減が達成された。また同地区に生息するイノシシについても、被害防止の観点から継続的
な捕獲が実施されている。シカについては毎年 15 頭程度、イノシシについては毎年 20 頭程度の捕獲が続い
ているが、現状の捕獲圧が個体数のさらなる低減や低密度状態の維持にどの程度効果的かは不明であった。
また、イノシシにおいては 2023 年には豚熱の陽性個体も確認された。そこでシカ・イノシシに対する捕獲
や豚熱の影響が個体数に与える影響を評価するために、自動撮影カメラによる調査を 2022年より実施した。
動画における滞在時間と撮影頻度の関係から、REST モデルを用いて複数年にわたる密度変動のパターンを
推定した結果から、捕獲や豚熱の侵入の影響について考察する。 

 

 

P-20 
 

豚熱の感染拡大がイノシシの行動圏形成に及ぼす影響について 
 

小寺祐二（宇都宮大学） 

 

国内では 2018年 9 月に 26 年ぶりに豚熱が発生し，野生イノシシ個体群へも感染が拡大した．一般的に豚
熱感染の拡大・収束は，感受性個体の密度が影響している．また，イノシシの空間利用は，性や齢によって
異なることも報告されており，その差異が感染動態に何らかの影響をもたらすと考えられる．本種の行動圏
については，海外で詳細が明らかにされてきた．一方，森林率や林分構造が全く異なる日本においては，イ
ノシシの生息地利用が海外の事例と一致するとは考えにくいため，豚熱未感染地域のイノシシの行動圏を明
らかにすべく，2020 年より栃木県茂木町においてイノシシの行動圏調査が行われてきた．しかし，2021 年
10 月以降，同地域において豚熱陽性のイノシシが複数個体確認され，豚熱感染地域となった．同地域では，
豚熱感染の確認後もイノシシの行動圏調査を継続してきた．そこで本研究では，豚熱感染確認前後のイノシ
シの行動圏を比較することで，豚熱感染が本種に及ぼす影響を考察する．本研究は，安全な農畜水産物安定
供給のための包括的 RS研究推進委託事業「CSFの新たな総合的防除技術の開発」により実施した． 
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P-21* 
 

効果的な豚熱経口ワクチン散布方法の確立 

～ワクチン散布地点におけるイノシシならびにその他の野生動物の反応の解析～ 
 

松本亜佳音（岐阜大学）・杉山陽大（岐阜大学）・七條知哉（岐阜大学）・鈴木正嗣（岐阜大学） 

 

イノシシを対象とする豚熱の経口ワクチン散布の現場では、タヌキ等の中型哺乳類によるワクチンの盗食
が問題となっている。そこで、イノシシの豚熱対策の一つとして行われている「経口ワクチン散布」の効果
増強を目的に、ポストホール法によるワクチン散布を、ダミーワクチンを用いて模擬的に試行した。ポスト
ホール法とは，直径 6cm 程度の細長い穴を掘り，その底部にワクチンを置く方法である。実験は岐阜県内
の 4 地点で行い，ポストホールの深さは 15、30、45cm とした。イノシシおよび中型哺乳類がダミーワクチ
ンに到達できるか否かは、自動撮影カメラの動画とダミーの摂食痕により確認した。計 4回の実験を行い、
深さ 15cm と 30cm のポストホールではイノシシと中型哺乳類の両方が、45cm のポストホールではイノシシ
のみが到達していた。したがって、45cm 以上の深さのポストホールであれば、タヌキやアライグマに盗食
されにくいことが示唆された。岐阜県内では、タヌキが多く見られ、GPSテレメトリーによる調査では、養
豚場の周辺や敷地内を行動圏に含むタヌキの存在も確認されている。そのため、ポストホール法によるワク
チン散布は、とくにこのような条件下で効果的に機能すると考えられた。 

 

 

P-22* 
 

茂木町に生息するイノシシの個体間接触様式に関する研究 
 

藤田遼登（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 

 

2018 年 9 月岐阜県において豚熱の感染が確認され，イノシシでも感染が確認された．これに対して養豚
農場では飼養衛生管理の徹底が求められているが，イノシシに感染がみられる状況では養豚農場での感染リ
スクは未だにあり，その感染を封じ込める必要がある．しかし，イノシシ個体群内でどのように豚熱が伝播
するのかなど基礎的な情報も把握されてこなかった．そこで本研究では個体間接触様式に関して研究を進め
ており，特に豚熱侵入前後での，イノシシの個体間接触様式にどのような変化があるのかを把握することを
目的とした．栃木県茂木町に位置するモビリティリゾートもてぎの南エリアを調査地とし，その内部を 250

ｍメッシュで区切り，調査区とした．2019 年 1 月 1 日から 2024 年 9 月 30 日の期間，各調査区に 1 台，計
16 台の無人撮影装置を設置した．現時点で 13種類の哺乳類と鳥類が撮影された．今回は現時点での集計，
考察した部分を発表する．本研究は，安全な農畜産物安定供給のための包括的 RS 研究推進委託事業「CSF

の新たな総合的防除技術の開発」により実施した． 
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P-23* 
 

異なる捕獲圧に応じたイノシシのカメラ撮影頻度 
 

王俊政（福島大学）・望月翔太（福島大学） 

 

本研究では、CPUE と SPUE を用いた推定方法の不確実性を明らかにするため、センサーカメラの撮影率
を活用してイノシシの生息状況を評価することを目的とする。2023 年に、福島市内の捕獲数が高いエリア
と低いエリアにそれぞれ 3 台ずつ、計 12 台のセンサーカメラを設置し、データを収集した。撮影頻度指標
である RAI、カメラの滞在時間、成獣と幼獣の割合、昼夜の活動割合を捕獲データと比較した。2024 年はさ
らに 12 台のカメラを追加設置し、統計結果を修正する予定である。また、猟友会に対してアンケート調査
を実施し、捕獲努力量を算出した上で捕獲位置と比較し、捕獲努力量と捕獲数の関係性を分析する。昨年の
結果では、捕獲数の高低によるエリア間での生息個体数の差は大きくない可能性が示唆されている。さら
に、捕獲圧が低いエリアでは昼間の活動割合が高く、捕獲圧がイノシシの活動時間に影響を与えていること
が示されている。捕獲圧が緩和されることで、昼行性の行動が再び見られる可能性がある。成獣と幼獣の割
合は、地域ごとの捕獲方法や捕獲圧の違いによる影響を受けると考えられる。今後、捕獲圧がイノシシの行
動や生息状況に与える影響をより詳細に分析する予定である。 

 

 

P-24* 
 

沖縄県におけるイノシシによる農作物被害の環境的要因 
 

高橋一也（福島大学）・田中靖（駒澤大学）・望月翔太（福島大学） 

 

全国のイノシシによる農作物被害金額は年々減少傾向にあるが、沖縄県では横ばいの状態が続いている。
被害を一律に減少させるためには、影響する要因を明らかにし、効果的な対策を立てるための予測が重要で
ある。これまで、山梨県、栃木県、新潟県などで先行研究が行われてきたが、亜熱帯地域では行われていな
い。また、これまでのイノシシ被害確率に関する研究は、ミクロな地域に限定されたものが多く、出没確率
の研究では降雪量が変数として用いられている。しかし、亜熱帯地域では異なる要因が関与する可能性があ
る。そこで、本研究では沖縄県における農作物被害の環境的要因を分析した。対象地は沖縄県石垣市と同県
恩納村である。説明変数には土地利用面積を用い、目的変数には被害件数を設定して、GLM と総当たり法
による分析を実施した。その結果、畑の面積が大きいエリアで被害件数が増加する傾向が確認された。また、
住宅以外の建物用地の面積が小さいエリアでも被害件数が多いことが分かった。これらの結果から、沖縄県
のイノシシは、農作物の持つ高い栄養価に引き寄せられる可能性が示唆される。 
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P-25* 
 

八溝地域におけるイノシシ頭骨の成長様式の解析 
 

児矢野愛海（宇都宮大学大学院）・栗原望（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 

 

イノシシ（sus scrofa） の地方自治体レベルの個体群管理を行うにあたり，捕獲個体の正確な齢情報が必
要となる．しかし，これまでに提案された歯牙萌出状態による 33 区分の週齢査定法は，専門的知識を必要
とするため，広く普及するに至っていない．本研究では，特定の知識や技術を必要としない計量計測（数値）
で週齢を判定する方法の確立を目的とし，本種頭骨の成長様式を調べた．調査では，八溝地域で捕獲された
イノシシ 227 頭（オス 126 頭，メス 101 頭）の頭骨を計測に用い，頭蓋骨 23 項目，下顎骨 18 項目の計 41

項目の計測を行った．その結果，歯牙に関する計測項目の多くは，他の項目よりも週齢との相関係数が総じ
て高かった。最も強い正の相関関係が認められた項目は，雌雄ともに上顎 PⅡ-MⅢ歯槽長となり，性的二型
を示さない項目では，下顎 PⅡ-MⅢ臼歯列長（萌出部）となった．このことから，歯牙，特に歯槽長および
臼歯列長の計測から週齢が推定できると考えられる。 

 

 

P-26* 
 

福島県浜通りにおけるイノシシの食性と土地利用の関係性 
 

菅原裕弥（福島大学）・小松仁（福島県環境創造センター）・辻大和（石巻専修大学）・望月翔太（福島大学） 

 

動物の採食生態は周辺環境に大きく左右されるため、食性と周辺環境の関連性を調べることで、対象動物
の採食生態をより理解することができる。そこで本研究は、福島県で有害駆除されたイノシシの胃内容物か
ら食性を調べるとともに、福島県の植生図から土地利用面積を算出して、食性と土地利用の関係性を評価し
た。食物は 7つのカテゴリに分けて記録し、解析では採食割合が高かった草本葉・茎・地下茎の３つに着目
した。土地利用は、二次草地・自然林・二次林・人工林・水田・畑地・耕作地（水田・畑地以外）の 7 種類
とした。調査地を 5×5km のメッシュに区切り、駆除個体の胃内容物と植生の関係はメッシュを単位として
解析した。目的変数を食物割合、説明変数を土地利用面積として、一般化加法モデルにより評価した。草本
葉、茎、地下茎の採食割合に影響した土地利用タイプは、それぞれ二次草地・耕作地、人工林・水田、人工
林だった。草本葉の割合は、耕作地・二次草地の面積が 4%になるまでは増加する傾向がみられた。茎の割
合は、人工林と水田の面積が増加するほど、地下茎の割合は、人工林の面積が 30%になるまで減少する傾向
がみられた。これらの解析から、イノシシは、陽の光が当たる開放的な環境で草本葉を採食すること、適度
な管理が行われている人工林や水田で茎や地下茎を採食することが明らかとなった。今後作物や自生種につ
いて、より細かい区分で食性と土地利用の関連性を評価することが望ましい。 
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P-27* 
 

栃木県芳賀郡茂木町におけるイノシシのヌタ場を利用する動物相に関する研究 
 

江口順利愛（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 

 

イノシシは，1960年代の木炭の需要低下による薪炭林の放棄や 1970 年代の減反政策による水田の放棄に
伴い分布域を拡大した．近年では農業従事者の減少による耕作放棄地の増加に伴いさらに分布域を拡大して
いる．イノシシによる農作物被害は社会的問題となり，被害の発生要因や対策に関する研究が盛んに行われ
た．その一方で，在来種であるイノシシの自然生態系における役割について種子散布や痕跡に関する研究が
行われた．イノシシの代表的な痕跡としてヌタ場があげられる．本研究室では，ヌタ場の利用実態について
2020 年から調査を行っており，ヌタ場がイノシシ以外の動物種にも資源として利用されていることが明ら
かにされてきた．ヌタ場の研究は短期間の調査によるものが多く，国内で長期にわたってヌタ場の利用実態
を研究しているのは本研究室に限られる．そこで本研究では，引き続きヌタ場における動物群集の利用実態
を把握することで，イノシシの自然生態系における長期的な役割を考察することを目的とした．本研究は，
安全な農畜水産物安定供給のための包括的 RS 研究推進委託事業「CSF の新たな総合的防除技術の開発」に
より実施した． 

 

 

P-28 
 

イノシシ個体群における豚熱発生が茂木町のタヌキの行動に及ぼす影響について 
 

中江響（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 

 

本研究室では 2019 年から茂木町で無人撮影装置による定点観察が行われ，2019年の記録によると，撮影
回数が多い種はタヌキ 1673 回，イノシシ 675 回，ハクビシン 324 回であった．このことから，調査地内の
ファウナの主な構成員はこの 3 種であり，イノシシは同調査地内では最も体サイズが大きい種であった．ま
た，栃木県では豚熱陽性のイノシシが 2020 年 11 月に那須塩原市で初確認され，その後 2021 年 10月に茂木
町でも確認された．豚熱確認後、茂木町に生息するイノシシの生息数が減少したと考えられており，このこ
とが同地域に生息する他種に何らかの影響があると考えられる．そこで，本研究では無人撮影装置を用いて
撮影回数の多いタヌキの 2019 年から 2024 年までの行動について識別，その回数を比較し，イノシシの個体
数減少がタヌキの行動に及ぼす影響を考察することを目的とした．なお，本研究は安全な農畜水産物安定供
給のための包括的 RS 研究推進委託事業「CSF の新たな総合的防除技術の開発」により実施した． 
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P-29* 
 

神奈川県西部里山地域におけるセンサーカメラを用いた 

中大型哺乳類動物による放置竹林の利用状況 
 

河原廣希（東京農業大学） 

 

放棄された竹林は中大型哺乳類動物（以下、中大型哺乳類）の生息地となっている。放置竹林が拡大する
ことで生息地が拡大し、更なる農業・人的被害の増加が懸念されており、適切な管理が求められている。 先
行研究により、放棄竹林を利用する動物の種構成や各種の利用頻度は明らかになっているが、地域や季節、
竹林内外の環境によって利用する種が異なることが予想される。本研究では、神奈川県秦野市・伊勢原市里
山地域 11 地点の竹林を対象に、中大型哺乳類の利用状況と竹林内での行動把握を目的に 13 か月間の調査を
行った。その結果 10 種の中大型哺乳類が確認され、撮影頻度（撮影枚数/100 カメラ日）が高い順にニホン
ジカ、イノシシ、ハクビシン、タヌキ、アナグマとなり、全体の 96.5％を占めた。月単位の利用頻度の変化
では上位 5 種では 3 月～6 月に増加傾向がみられ、このうち上位 3 種は、この期間で撮影頻度が大幅に増加
した。行動では上位 5 種において林内の通過や静止（立ち止り）を除くと「臭い嗅ぎ」「採食」「掘り起こし」
が全体の 90％以上を占めた。放置竹林は、上位 3 種とタヌキ、アナグマの「探餌・採餌場」であることが示
唆される。 

 

 

P-30* 
 

バングラデシュ・チッタゴン丘陵地における小型・中型野生哺乳類の生息状況評価 
 

Raf Ana Rabbi Shawon（岐阜大学）・Md. Matiur Rahman（岐阜大学/シレット農業大学） 

・Md Mehedi Iqbal（東京大学）・森部絢嗣（岐阜大学） 

 

バングラデシュのチッタゴン丘陵地域（CHTs）は多様な野生生物の宝庫とされ，生態学的研究において
重要な地域である．本研究では，カメラトラップを用いて同域ピッタチャラ森林の哺乳類の生息状況を把握
し，種の多様性，活動パターン，季節変動との関係を調査した．2023 年 2 月から 9 月，および 2024 年 3 月
から 8 月の期間に 10 台のカメラトラップを設置し，得られた画像データを解析した．合計 1,313 件の撮影
結果から 11 種以上の野生動物が確認され，うち 8 種が小型および中型哺乳類であった．特にバングラデシ
ュで絶滅危惧種とされるベンガルスローロリスや，キタブタオザル，レオパードキャット，インドオオジャ
コウネコなどが記録され，同域での保全の必要性が明確となった．また活動パターン解析では，昼行性，夜
行性，薄明薄暮性の行動が観察され，夏季には活動が増加する一方で冬季には減少の傾向であった．これは
夏季の食料供給や環境条件が哺乳類の移動や採餌に好適である可能性を示唆された．本研究は CHTs のピッ
タチャラ森林において初めてカメラトラップを用いた調査であり，同域の絶滅危惧種およびその生息環境の
継続的なモニタリングと保全の重要性を示した． 
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P-31* 
 

高頻度の登山活動に対する食肉目動物の行動的応答 ― 日周性と生息地選択に着目して 
 

安井理香・平尾聡秀（東京大学） 

 

東京都立陣馬高尾自然公園および明治の森高尾国定公園内の山々は都心からのアクセスが良く、標高が低
くて登山の難易度も低いため、多くの登山者が訪れる観光スポットである。また、ここには多くの野生動物
が生息しており、タヌキ・アナグマ・ハクビシン・アライグマ等の食肉目動物の生息も確認されている。近
年、これらの食肉目動物は人間の生活圏に接近していることが確認されており、人間との軋轢増加が懸念さ
れている。このため、人間活動が活発な本地域に生息する食肉目動物の動向は注視すべきテストケースにな
る。本研究では、この高尾・奥高尾地域に生息する食肉目動物のうち、タヌキ・アナグマ・ハクビシン・ア
ライグマに着目し、彼らが登山活動に対してどのような時間的・空間的回避行動を示すかを調査した。その
結果、登山活動を回避する度合いと方法は種によって異なることが確認された。タヌキ・アナグマ・ハクビ
シンの 3種は全て何らかの回避行動を示したが、タヌキは時間的回避行動を、アナグマとハクビシンは空間
的回避行動を取ることが示唆された。アライグマは人間に対して回避行動をとっておらず、登山者と直接接
触して軋轢を生じさせる可能性が示唆された。 

 

 

P-32 
 

都市ギツネの日周活動性の特徴と、人間による干渉が与える影響の考察 
 

池田貴子（北海道大学） 

 

時間帯による他種とのすみわけは、野生動物の資源選択における基本的な行動である。ヒトの存在が野生
動物の日周活動に与える影響についていくつかの種で報告されているが、特にヒトの影響が大きいと推察さ
れる都市部での調査は多くない。発表者は、2020年 12 月から 2024 年 10月にかけて、札幌市市街化区域内
に位置する総合公園内に自動撮影カメラをのべ 12 台設置し、アカギツネの日周活動を観察した。北海道内
の都市部でないエリアに生息するキツネは「一日中型」の活動をすることが報告されているが、本研究での
調査では活動時間帯にピークが見られ、主に「夜行型」を示すことがわかった。調査期間の初期は COVID-

19 流行に伴う人間活動の自粛期間に相当し、この間キツネは一日中型に近い活動パターンを示したが、自
粛期間の途中からヒトののべ撮影回数が増加したのに伴い、キツネが再び夜行型に転じる傾向がみられた。
この結果は、都市に生息するキツネがヒトとの直接接触を避ける傾向を示唆する。一方で、夜間の餌やり行
為が常態化した地点ではキツネとヒトが頻繁に同所的に観察された。これらのキツネの行動様式の変化は、
「人馴れ」のメカニズムの説明となるかもしれない。 
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P-33* 
 

栃木県茂木町山間部の未舗装駐車場における鳥類の繁殖について 
 

大森茉緒（宇都宮大学）・小寺祐二（宇都宮大学） 

 

コチドリは３月頃に渡来し河川や砂礫地に巣を形成する地上営巣性の渡り鳥で、人為的撹乱や気象イベン
トの影響を受ける環境にも適応して繁殖できる種である。しかし近年の都市開発による繁殖地の消失による
個体数の減少が確認されている。本来の繁殖条件と似た人為的環境が同種の存続にとって重要な役割を果た
すと考えられている。しかし、人為的環境下におけるコチドリの繁殖の成否に関する情報は限定的である。
そこで本研究では、茂木町山間部の未舗装駐車場におけるコチドリの繁殖状況を明らかにすることを目的と
した。また類似した環境で繁殖しているヒバリとの関係についても考察する。調査では、コチドリの繁殖時
期である４月~８月にかけて、月 3 回以上の目視による観察を行い、コチドリおよびヒバリの個体数、営巣
状況、営巣している巣周辺環境の植物の被度や高さ、巣や礫のサイズを測定した。また営巣している巣、お
よび痕跡と見られる場所には GPS で記録をし、営巣状況を定点カメラで撮影した。今後はコチドリとヒバ
リの営巣地や痕跡、同調査地の比較対象と設定した場所で解析を行い、考察をする予定である。 

 

 

P-34 
 

猛禽類模型の繰り返し提示に対するハシブトガラスの行動応答 
 

藤岡珠代（長岡技術科学大学）・白井正樹（電力中央研究所）・山本麻希（長岡技術科学大学） 

 

カラス類は農作物の食害から都市部でのフン害まで多岐にわたる被害を引き起こす害鳥として問題視さ
れる．カラス用に様々な対策装置が市販されており，視覚刺激を用いた例としては人間や捕食者に似せたカ
カシや模型などが挙げられる．対策装置の刺激は，継続した使用により忌避効果が減少するとされている
が，その定量的な評価は不足している．本研究では，飼育下のハシブトガラス Corvus macrorhynchos を対象
に，視覚刺激として猛禽類模型を繰り返し提示した際の行動応答を評価した．カラス 1 個体を実験ケージに
入れ，猛禽類模型を設置した餌場での行動をビデオカメラで 12 時間観測した．観測結果から，採餌開始ま
での時間（よりつき時間），餌場に飛来した回数（よりつき回数）と滞在した合計時間（総滞在時間）の 3つ
の行動評価指標を算出した．1 回目の実験から 2 週間後に同一個体で再度実験を行った．1 回目と 2 回目を
比較したところ，よりつき時間と総滞在時間には有意な減少が見られた．よりつき時間や総滞在時間の減少
は刺激に対する警戒心や緊張感の低下と関連している可能性があり，これらの行動評価指標の変化は猛禽類
模型への馴化に伴うハシブトガラスの行動応答であると考えられた． 
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P-35* 
 

カワウに対する低出力レーザー光装置を用いた忌避効果の検証 
 

東隆佑（長岡技術科学大学）・坪井潤一（水産機構）・山本麻希（長岡技術科学大学） 

 

カワウによる被害防除対策を講じる上で、採餌が集中するアユの放流区域や河川横断物内の魚道や淵とい
った魚が溜まりやすい場所を優先することが重要である。カラスやムクドリなど鳥類の忌避装置としてレー
ザー光が注目されているが、農地で使用しているレーザー光は出力が高いものもあり、人や鳥類の網膜に対
する影響が懸念されている。近年、低出力で光線の照射範囲が広いレーザー光を用いた忌避装置が開発さ
れ、鳥類への忌避効果について期待が寄せられている。そこで、本研究ではカワウを対象として、低出力レ
ーザー光装置を用いた忌避効果の検証を行った。検証実験は、新潟県十日町市宮中ダム魚道、新潟県内水面
水産試験場魚沼支場及び東京都青梅市にある奥多摩フィッシングセンターにて行った。レーザー装置の非稼
働時と稼働時にカワウの採餌エリアをカメラとコンピュータが一体化したネットワークカメラ（IPカメラ）
で連続撮影し、得られた映像データからカワウの飛来数を確認した。対照期間とレーザー照射期間における
カワウの飛来数及び滞在時間を比較し、低出力レーザー光装置の忌避効果について検討する。 

 

 

 

P-36* 
 

宮古諸島伊良部島における外来インドクジャクの根絶に向けた捕獲及びモニタリング手法の検討 
 

上原佐登（酪農学園大学）・亘悠哉（森林総合研究所）・伊吾田宏正（酪農学園大学） 

 

環境省の生態系被害防止外来種リストで緊急対策外来種に指定されているインドクジャク（以下，クジャ
ク）は，1980 年代以降先島諸島に導入され，現在 7 島に定着し多くの固有種や絶滅危惧種への影響が懸念
されている．1997 年から野生化したクジャクが目撃されている宮古諸島では，固有種保全の観点から宮古
諸島全域のクジャク個体群の根絶を目標に掲げ捕獲が進められているが，具体的な根絶計画等は策定されて
いない．そこで本研究では，クジャクの生息が一部地域に限定されている宮古諸島伊良部島をモデル地域に
位置付けて，捕獲及び個体数のモニタリングを実施し，根絶に向けた課題を抽出した．2023年 12月，2024

年 1，2，3，10 月に，それぞれ 2晩かけて，8 区画に分割した調査地域において，赤外線カメラ搭載ドロー
ンによる個体数カウントを行なった．1 晩あたりの発見頭数は 3〜14 頭であった．2024 年 3〜9 月に計 80

回，銃器による捕獲調査を実施し，メス 1頭，オス 2 頭の計 3 頭が捕獲され，1 回あたりの捕獲効率は 0.04

頭となった．銃以外の捕獲手法の導入により捕獲効率を上げること，観測の効率化と継続によりモニタリン
グの確度を高めることが課題となった． 
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P-37* 
 

外来哺乳類（ヌートリア・アライグマ）によるドブガイ類の捕食頻度と 

その頻度に与える要因の解明 
 

石井秀空（兵庫県立大学大学院） 

・栗山武夫（兵庫県森林動物研究センター, 兵庫県立大学自然・環境科学研究所） 

 

特定外来種であるヌートリアとアライグマは主にため池や河川といった水辺を利用し、捕食による水生植
物や甲殻類、両生類などの在来生態系への影響が懸念されている。在来種の保全には外来種の捕獲による排
除が最も重要であるが、しばしば困難である。そのため、外来種の密度以外に捕食頻度へ影響を与える要因
を特定し、捕獲によらない保全対策を同時に実施することも重要である。本研究ではため池において希少タ
ナゴ類の産卵床として機能するドブガイ類を対象に、ヌートリアとアライグマの年間を通じた捕食頻度の推
定と、それに影響を与える要因の解明を行った。調査地は両種が生息する兵庫県神戸市内の 5 カ所のため池
である。両種のため池の利用頻度を推定するために、2023 年 10月から 2024 年 10月にかけて自動撮影カメ
ラを 1 台ずつ設置した。ドブガイ類の採食頻度は月 2 回程度水際付近で貝殻を採集し、採食痕で同定を行い
算出した。採食痕による捕食者の同定には、既存研究と実際の捕食動画を用いて基準を定義した。捕食頻度
に影響を与える要因の 1つとして、ため池の水位に注目し、月 2回程度測位した。 

 

 

P-38 
 

餌トラップを用いたアライグマの推定回数の推定 
 

渡邉英之（株式会社野生動物保護管理事務所）・佐々木翔哉（日本エヌ・ユー・エス株式会社） 

・田中さくら（岩手県立大学総合政策学部）・鈴木正貴（岩手県立大学総合政策学部） 

 

アライグマ対策では侵入初期の対応が肝要である．その際に必要となる分布前線での生息状況の定量的な
モニタリングには，訪問数や訪問頻度が用いられる．しかし，アライグマの低密度地域において，本種をモ
ニタリングするために確立された手法は少ない．代表的な方法としてカメラトラップ法があるが，設置コス
トが高く，調査努力量の確保が難しい．また，安価で簡易的な餌トラップは一定の効果が示されているが，
その運用方法には検討の余地が残されている．そこで本研究では，低コストなモニタリング手法の開発を目
的として，自動撮影カメラと餌トラップを併用したアライグマの訪問数の期待値の推定方法を検討した．ま
ず自動撮影カメラや餌トラップの設置数を様々に設定して，架空データを用いたシミュレーションを行っ
た．次に，アライグマ侵入初期地域の盛岡市で，自動撮影カメラ 4 台と餌トラップ 9 個を用いて訪問数の期
待値を推定した．その結果，調査期間内の訪問数が少ない場合には，訪問数の期待値が推定できた． これ
らの結果は，アライグマ低密度地域において複数の自動撮影カメラと餌トラップを用いた調査が有効なモニ
タリング手法となりうることを示唆している． 
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P-39* 
 

福島県福島市におけるアライグマの分布特性 
 

河野晶（福島大学）・望月翔太（福島大学） 

 

福島県福島市では、特定外来生物であるアライグマの具体的な分布状況や被害状況が不明であるため、本
研究では神社仏閣におけるアライグマの痕跡調査を実施し、生息状況を把握することを目的とする。また、
痕跡情報をもとに周辺の生息環境を評価し、分布の特性を明らかにすることも目的とする。痕跡調査では、
爪幅 40〜50mm 程度の 5 本の爪痕をアライグマの痕跡と定義した。解析には二項分布を仮定した一般化線
形モデル（GLM）を用いた。調査地点を中心にバッファを設定し、環境要素の割合を求め、AIC が最小とな
るようなベストモデルを構築した。59 地点を調査した結果、14 地点でアライグマの痕跡が確認された。GLM

の結果、半径 250m のバッファでは「畑地」と「河川までの距離」が有意であり、半径 500m のバッファで
は「畑地」に有意性が認められた。GIS上に痕跡の分布をまとめた結果、福島市の東部から南部で複数の痕
跡が確認され、これらの地域ではアライグマが定着しているか、今後定着する可能性が高いと考えられる。
アライグマの分布の特性として、畑地が多く、河川に近い場所で被害が発生するリスクが高いことが示唆さ
れる。 

 

 

P-40 
 

新潟県上越市におけるアライグマの分布調査 
 

戸嶋修平（長岡技術科学大学） 

 

現在、アライグマ（Procyon lotor）は日本全国で生息が確認されている特定外来生物であり、生態系や農
業、人間の生活に対して被害をもたらしている。そして近年、新潟県においても上越市及び糸魚川市で生息
が確認された。しかしながら、新潟県におけるアライグマの詳しい生息状況は明らかとなっていない。そこ
で、本研究では新潟県におけるアライグマの正確な生息分布を明らかとするため、アライグマが寺社仏閣な
どの柱に登り降りした際に残る爪傷の捜索を行った。調査は 2020 年 6 月～10 月に上越市内にある 149 箇所
の神社において実施した。爪傷が顕著であった神社には、その後、自動撮影カメラを設置しアライグマが実
際に神社を利用しているかを確認した。調査を行った寺社仏閣 149 箇所のうち 75 箇所(50%)でアライグマ
によるものと思われる痕跡が確認され、アライグマは現在上越市全域に分布しているものと考えられた。ま
た、カメラ調査は 2023 年 4 月～10 月に 17 箇所の神社において実施した。17 箇所中 5 箇所（29%）でアラ
イグマが撮影されたが、全体としてはハクビシンのほうが有意に出現頻度が高いという結果になった。 
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P-41* 
 

沖縄島北部におけるノヤギ対策の現状及び課題 
 

塚本玄・吉村真由・河内紀浩（株式会社島嶼生物研究所） 

 

沖縄県では古くからヤギが家畜として重宝され、食肉や乳用として利用されてきた。その一方で、ヤギの
放し飼いや逸脱により県内各地で野生化し、希少種を含む多様な植物の食害により生態系への影響が懸念さ
れている。沖縄県では、生態系への影響を軽減するため令和 4 年度から野生化したヤギの捕獲を実施してい
る。今回は根絶を目標としている沖縄島北部におけるノヤギの分布状況及び対策の現状と課題に関して報告
する。沖縄島北部では国頭村辺戸～奥及び東村高江の 2 地域でノヤギ個体群が確認されてきたが、令和 5 年
度の捕獲作業により国頭村辺戸～奥地域の個体群は消滅した可能性が高いと考えられる。一方で、高江地域
ではノヤギが人の行けない海岸の崖地に生息することや立ち入り制限区域に侵入している可能性があり、根
絶を達成するには課題が残る状況となっている。 

 

 

P-42 
 

愛媛県の一地域におけるオオキンケイギクの開花状況の観察と駆除の適期に関する考察 
 

中村有加里・深瀬徹（岡山理科大学）・菅勉・越智崇典（今治市役所） 

 

オオキンケイギクは、北米が原産のキク科の多年草で、日本へは観賞用および緑化用に輸入されていた。
しかし、それらが逸出し、野外で繁茂するに至り、在来の草本植物との競合が問題となり、現在では「特定
外来生物」に指定されている。そのため、オオキンケイギクは駆除の対象となっているが、開花期を除いて
は他の植物との見分けがつかないことが多い。本研究では、オオキンケイギクの開花の状況を観察し、その
駆除を行うのに適した時期について考察した。愛媛県今治市内で、例年オオキンケイギクが生えている場所
を試験地とし、2023 年 5 月 1 日から 6月 15 日の期間に毎日、その日に開花している花を計数した。その結
果、この場所では、5月 10 日に開花が始まり、その後に開花数が急増して 5 月 28日にピークに達した。こ
れ以降は、6月 1 日まで多少の増減を示しながら比較的緩やかに減少し、次いで 6月 2 日から急な減少とな
った。オオキンケイギクを駆除するには、他の植物との鑑別のために開花している時期に行うことが望まし
い。その開花数は、比較的単純な一峰性を示したため、開花状況を観察しながら、駆除を行う日程を考える
とよいと考えた。 
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P-43* 
 

大型水生食虫植物がミジンコ類の局所分布に与える影響 
 

朝倉麻結（長野大学）・満尾世志人（長野大学） 

 

現在、淡水域の生物多様性の損失は地球規模で深刻な状況にあり、淡水生態系に関するより多くの知見の
蓄積や保全方法の検討が急務となっている。そして、淡水生態系において重要な役割を担うミジンコ類の分
布状況に対し、魚類の捕食から避難する場所となることで影響を与えているのが大型水生植物である。一
方、水生食虫植物であるタヌキモ属は捕虫嚢による捕食においてミジンコ類を主要な餌資源としている。ま
た、タヌキモ属は一個体で数百から数千の捕獲トラップを所持するため、捕食はミジンコ類にも大きな影響
をもたらし得ると考えられる。このように、大型水生食虫植物に関する知見にはミジンコ類の局所分布に対
する影響として対極にある 2 つが存在している。しかし大型水生食虫植物とミジンコ類の関係について調
べた研究は比較的少ない。そこで大型水生食虫植物が周辺のミジンコ類の局所分布に与える影響を明らかに
することを目的とし、長野県のため池においてプランクトン採集及びタヌキモ属の捕食量調査を行った。本
発表ではそれらの調査報告を行う予定である。 

 

 

P-44* 
 

ネット式電気柵はアナグマ被害に苦しむ農家の味方になるのか 
 

室屋敦紀（宮崎大学農学研究科動物環境管理学分野）・末松謙一（株式会社末松電子製作所） 

・宇佐美二朗（株式会社末松電子製作所）・迫中千晴（株式会社末松電子製作所） 

・坂本信介（宮崎大学農学研究科動物環境管理学分野） 

 

近年、アナグマ等中型哺乳類による農作物被害が増加傾向にあるが、現在利用されている侵入防止柵は、
主にシカ、イノシシなど大型動物を対象として張られており、中型動物には有効でないことが多い。ネット
にあらかじめ通電線が編み込まれた電気柵（以下『ネット式電気柵』と称す）は両者に有効であることが期
待されているが、中型動物に対する有効性の検証例は限られている。そこで本研究では、従来の電気柵とネ
ット式電気柵を宮崎県、鹿児島県におけるアナグマ被害発生農場に設置し、（１）設置および保守にかかる
経費、（２）作業時間、（３）侵入防止効果について比較した。その結果、（１）短期利用では従来の２段電
気柵が経済的だが、長期利用ではネット式電気柵が経済的であること、（２）ネット式電気柵には防草シー
トがついているため、草刈り等保守作業を省略でき維持管理が容易であること、（３）ネット式電気柵が最
も高い侵入防止効果を示すことが明らかになった。以上により、アナグマによる農業被害にネット式電気柵
が特に有用であることが示された。 
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P-45 
 

衛星通信とスマート家電製品を活用した安価な遠隔捕獲システム HuntBot の実証 
 

森部絢嗣（岐阜大学）・櫻井優一（サクラボテクノロジーズ）・三輪哲司（揖斐川町） 

 

岐阜県揖斐郡揖斐川町春日の笹又は，伊吹山の麓に位置し，近年増加するシカによる薬草や伝統野菜への
被害や土砂災害が問題となっている．そこで同域山間部の携帯電波が届かない環境下で新たな遠隔捕獲シス
テムを実証した．本システムは衛星通信 StarlinkによりWi-Fi環境を構築し，スマート家電システム SwitchBot

のカメラでシカの出没状況を確認しながら，アプリ上でボットを操作することで囲い罠または箱罠の扉を閉
める仕組みである．Wi-Fi および電源設備を除く本遠隔捕獲装置は，SwitchBot 製品（カメラ・ボット・ハブ）
と 3D プリンタで製作可能な自作のトリガー部を合わせて約 3 万円で製作した．また，SwitchBot アプリは
無料で使用でき，システムの共有も可能である．山間部での電源確保は 1200W のソーラーパネルと 7.2kWh

のリン酸鉄リチウムイオン電池を使用し，雨天等のソーラー無給電下でも最大 6 日間耐えられる設計とし
た．本システムを用いて，2 週間でのべ 10 頭のシカを捕獲した．不感地域に Wi-Fi が整備されたことによ
り，現場での連絡手段が確保され，スムーズな餌付けや個体処理が実施された．今後，多様な捕獲環境や製
品に対応させるため，Wi-Fi HaLow や LPWA との連携および他電源装置との組み合わせも検証する． 

 

 

P-46* 
 

外来種通報システムを利用した早期防除の実践 
 

吉村真由・河内紀浩（株式会社島嶼生物研究所） 

 

沖縄県では、新たな外来種の侵入と拡散を阻止するため、県内の外来種についての情報の収集・提供や普
及啓発を行うための仕組みとして、Web サイト「沖縄外来種.com」を 2022 年 6 月に開設した。本サイトに
は外来種の目撃情報投稿フォームをはじめ、普及啓発を目的としたページ、沖縄県の外来種データベース、
外来種に関する最新情報やイベント情報のお知らせページ等を搭載した。本サイトに寄せられた情報は、沖
縄県外来種対策事業の各受託者へ転送され、必要に応じてモニタリング調査や捕獲調査が実施されている。
昨年度は、グリーンアノール 101 件（うち誤報 3 件）、タイワンハブ 3 件、タイワンスジオ 3 件、オオヒキ
ガエル 1件、セアカゴケグモ 1 件（誤報）の計 109 件の対策種に関する情報が寄せられた。収集した情報か
ら、特定外来生物であるグリーンアノールの新たな定着地域が明らかとなり、緊急的な捕獲調査の結果、昨
年度中に 312 個体を捕獲した。当該地域は大規模な物流拠点であり、拡散リスクが高いことから、現在は地
域根絶を目指した捕獲作業を継続中である。本発表では、web サイトを通した防除の手法と課題に関して報
告する。 
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P-47 
 

通電性塗料をアスファルト舗装面に適用した際の電気さくの電圧への影響の検証 
 

末松謙一（㈱末松電子製作所）・服部義和（㈱末松電子製作所） 

・宇佐美二郎（㈱末松電子製作所）・石田秀之（㈱末松電子製作所） 

 

「ICT 電圧モニタリングで明らかになった電気柵の実態」（2019 年末松）により電気柵の電圧管理におい
ては、地表（土壌、砂利、防草シート、コンクリート、マイナスシート）の種類とその状況（乾燥、湿潤）
に大きく影響を受けることが判明した。特にコンクリートは乾燥、湿潤の影響が大きかった為、乾燥時のコ
ンクリートの通電性の改善策として、通電性塗料を塗布する方法が開発された。アスファルト舗装面もコン
クリートと同じく乾燥、湿潤の影響が大きいと考えられるため、今回は、㈱末松電子製作所北陸営業所試験
場において、各地表（土壌、アスファルト、アスファルト＋通電性塗料、コンクリート、コンクリート＋通
電性塗料）へ測量用表示板を押え固定、ゲッターモニタリングシステム（ICT 遠隔監視通報システム）を使
用し、各地表の電圧を１時間に１度、2024 年 8月 8 日 00:00 より 2024 年 10 月 2 日 23：55 まで測定。アス
ファルト舗装面の状況（乾燥、湿潤）による電圧の変化、通電性塗料を塗布することによる改善の状況を確
認した。アスファルト舗装面の電気柵への影響及びその改善策の検証を行い、通電性塗料の有効性が確認出
来た。 

 

 

P-48 
 

捕獲した野生動物を用いた動物園での屠体給餌 

－令和 5 年度農水省「と体給餌利用促進事業」の成果と関連活動－ 
 

細谷忠嗣（日本大学）・中山侑（千葉市動物公園）・伴和幸（豊橋総合動植物公園） 

・西村直人（糸島ジビエ研究所）・御田成顕（森林総研）・牛田一成（中部大学） 

・遠井朗子（酪農学園大学）・坪松耕太（札幌市円山動物園）・土田さやか（中部大学） 

 

農林水産省「鳥獣被害対策基盤支援事業」は鳥獣被害防止対策の人材育成・確保，および野生鳥獣の食肉
（ジビエ）、愛玩動物用飼料又は皮革等の需要拡大と利活用推進を図り、捕獲から需要までの情報共有体制
の構築や普及啓発活動等の取組の実施を目的としている。令和 5 年度に公募された 10 の事業のうち、新事
業として「と体給餌利用促進事業」が追加された。この新事業は捕獲鳥獣を原料とする動物園等でのと体給
餌用エサの安定供給及び利用拡大を図ることを目的とし、７つの必須事業（1．検討体制の構築、2．と体給
餌用エサに関する調査、3．マニュアル作成、4．給餌方法の明確化、5．流通体制の構築、6．新規需要の創
出、7．と体給餌用エサとしての利用の普及啓発）を実施することが求められた。日本大学生物資源科学部
を代表とし、３大学、３動物園、１研究所、１民間企業の 8 団体を構成員として「と体給餌利用促進コンソ
ーシアム」を立ち上げて事業を実施した。本事業で実施した動物園へのアンケート調査、処理加工施設向け
のと体処理マニュアルの作成、動物園でのと体利用方法の明確化、新規需要の創出の試み、動物園での普及
啓発活動などの成果について紹介する。 
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P-49 
 

小規模なリンゴ省力栽培圃場への電気柵導入における経営的判断基準 
 

中村大輔・小坂井千夏・藤本竜輔（農研機構畜産研） 

・岩波宏（農研機構果茶研）・竹内正彦（農研機構畜産研） 

 

果樹栽培では、機械作業による省力性向上と早期成園性を重視した省力樹形の導入が促進されている。鳥
獣害対策は被害発生後に対応を迫られることが多々あるが、園地への苗木の定植や、改植前にあらかじめ鳥
獣害対策を想定した空間設計を考慮することが望ましい。しかし、日本の圃場は小規模区画が多く、特に果
樹園では、作業道や隣の園地の際まで樹列が続き外周に電気柵を設置することが難しい場合があるため、圃
場の規模や柵を効果的に設置するための条件を重視した検証が重要である。本発表では、リンゴ省力栽培圃
場における中型獣類による果樹被害を想定し、①樹幹に碍子を取り付けるタイプの電気柵と②園地の外周に
簡易電気柵を導入する場合の経営評価を試みた。経営評価に必要な中型獣類による被害を受ける果実の地上
部からの高さや、大型機械による管理に必要な枕地の広さについては、事前に農研機構果樹茶業研究部門リ
ンゴ研究拠点において検討した。①は樹幹に取り付ける位置より下部に着果した果実数を、②は大型機械に
よる作業に必要な樹列の端から果樹園の端との距離（4m）による影響を損失として計上し、被害量、資材
費、作業費を組み込んだ試算結果を報告する。 

 

 

P-50 
 

広島県における県域を対象とした中間支援組織による支援～令和６年度の活動状況と今後～ 
 

藤井猛・市川哲生（（株）BO-GA）・佐藤充浩・佐伯浩輔（広島県農業技術課） 

・向谷敦志・中川浩二（（一社）広島県鳥獣対策等地域支援機構） 

 

多くの農村地域では、被害対策の正しい情報が浸透せず適切な対策ができていない、過疎・高齢化により
取組が十分にできない、等の状況に陥っている。被害低減のためには、対策を担う市町村が集落の実情に応
じた継続的な支援を講じる必要があるが、行政のスリム化等に伴う職員の減少により、鳥獣被害対策に関す
る地域の住民への細かな指導や現場対応が困難な状況である。また、担当者の定期的な人事異動が、技術的
な手法や方針の継承や住民との関係性等の継続を阻害している。こうした現状に対応するため広島県では、
市町及び県からの負担金や委託料を財源とし、中間支援組織「（一社）広島県鳥獣対策等地域支援機構」が
令和６年度から専任者を市町に配置し、地域での被害対策の指導や支援、技術情報の蓄積と伝達等の細やか
な対応を継続的に行う県域での仕組みを立ち上げた（令和６年度：５市町）。これは人口減少社会の中で持
続的かつ効果的に対策を実践する取組を目指すものであり、全県的に資金・人手確保の施策展開、適切な対
策技術の適用を「仕組み化」するものである。専任者が配置された市町では、支援した地域で被害が低減し、
住民から感謝の声などが寄せられている。 
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P-51 
 

島根県における鳥獣専門指導員の活動および雲南地域における取組事例の報告 
 

河本忍・杉原瑞菜・坂倉健太・田川哲・澤田誠吾 

 

島根県においては、平成１６年に１名の鳥獣専門指導員を採用し、ツキノワグマ（以下、クマ）の保護・
管理対策を中心に、鳥獣被害対策全般に関し地域住民への指導・啓発活動を進めてきた。現在、県内５か所
の農林水産振興センターに各１名の鳥獣専門指導員が配属され、地域住民との信頼関係を構築しながら業務
の遂行にあたっている。近年における活動は、クマ対策にとどまらず、島根県農林水産基本計画に掲げる、
農業者が主体となった「地域ぐるみの鳥獣被害対策」における集落指導においても重要な役割を担ってい
る。今回、鳥獣専門指導員の多岐にわたる活動の中から、県東部に位置する雲南地域事務所の取り組みを紹
介する。雲南管内では、クマの目撃が度々あり、地域住民が不意にクマと遭遇する可能性があることから、
平成２７年度から現在までに、小中学生や一般住民を対象に管内３市町で延べ４８回のクマ学習会を実施し
て来た。学習会では、クマの生態や、遭遇した際の対処方法などの普及啓発を行っており、小中学校で学習
会後に実施したアンケート調査をもとに、生徒が関心を示した事柄などについて報告を行う。 

 

 

 

P-52 
 

野生動物に関する研修会及び講演会で挙がった質問の傾向について 
 

宇野壮春（合同会社東北野生動物保護管理センター） 

 

近年、野生動物と人間との距離が近くなり、さまざまな問題が浮き彫りになっている。問題は農作物被害
のみならず、生活被害や人身被害にも発達し人間の生活を脅かしている。そもそも野生動物は無主物である
ため、誰の所有でもなく、管轄行政が管理することになる。しかし、行政機関は専門性が乏しいため、その
対策や技術を普及することができていない。その結果、発表者は民間企業として東北地方を中心に年間 20

～30 回の研修会や講演会を依頼されている。その内容は生態、被害、捕獲、人材育成、集落ぐるみ等、多岐
にわたる。動物種もニホンザル、ツキノワグマ、ニホンジカ、ニホンイノシシ、ハクビシンと幅広い。本発
表ではこれらの会で挙がった質問について、時間の許す限り整理を行う。質問とは会場の理解度の指標にも
なりうるし、伝え手の研鑽にもつながる。また質問の内容を細かく分析すれば発表者と傍聴者の齟齬分析に
もつながるかもしれない。本発表は実践的な研究の第一報としての取りまとめである。 
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P-53 
 

科学コミュニケーションとしての地域ぐるみの鳥獣対策支援事業 
 

江成はるか（山形大学）・江成広斗（山形大学） 

 

深刻化する野生動物による農林業被害を受け、地域住民が一丸となり鳥獣対策に取り組む「地域ぐるみ」
の支援事業が行政主導により各地で実施されている。この事業では、科学的合理性に基づく鳥獣対策の知識
や技術を、研修会を通じ地域住民に伝える役割を、専門家が「科学コミュニケーター」として担うことが多
い。この「科学コミュニケーション」では、地域住民が持つ多様な知識や価値観を共有し、それをもとに専
門家が助言を行う“双方向の対話”が望まれている。一方、こうした事業は短期間（単年または 2年程度）で
の実施が多く、「いかに早く科学的合理性に基づいた正しい知識を伝えるか」という一方向的なコミュニケ
ーションに陥りやすい。これは、鳥獣被害が解決しない背景として、地域住民の対策に関する知識不足があ
ると一方的に考え、短期間で知識の普及を目指すためと考えらえる。そのため、地域住民が鳥獣被害の解決
を実感しづらい状況が続いている。「地域ぐるみ」として鳥獣対策を行うには、科学コミュニケーターが地
域住民の持つ多様な“知識”を聴き、その情報を共有する場を設け、どこに問題の本質があるか、どう解決す
るかを議論するステップが不可欠である。 

 

 

P-54* 
 

地域ぐるみで行う鳥獣対策支援事業における住民ニーズと実施施策の不一致 
 

五十嵐さやか（合同会社東北野生動物保護管理センター） 

 

東北地方では、野生鳥獣の生息地の拡大により、鳥獣の市街地出没や農作物被害が日常化しつつある。行
政は農作物被害の防止を目的として、侵入防止柵の設置に係る交付金事業や捕獲支援事業など、様々な施策
を実施しており、多くの民間企業がこれらを受託する形で事業に参画している。しかし、事業を進める中で、
住民から支援内容とは異なる要望が挙がることが多々ある。例えば、集落で設置する侵入防止柵（集落柵）
の延長設置事業を実施する地区住民から「住民の高齢化に伴い集落柵の点検が難しいため、個人で設置する
電気柵について教えて欲しい」といった要望があった。このような住民のニーズと実施施策の不一致はどう
いった要因で起こるのだろうか。行政が実施する支援事業を用いて獣害対策を実施している集落の住民を対
象に行政が実施する獣害対策に関する施策や支援内容および事業についてアンケート調査を実施した。その
結果を報告する。 
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P-55 
 

漁業とのあつれきがある動物の観光利用―えりも岬ゼニガタアザラシの事例から― 
 

神保美渚（北海道立総合研究機構）・鈴木亜室（Nature Base Rela，えりも町地域おこし協力隊） 

 

北海道に生息する鰭脚類は甚大な漁業被害をもたらす一方で、地域の観光資源としての潜在的価値もある
と考えられる。しかし、あつれきのある鰭脚類を観光資源と扱うことに疑問を覚える漁業関係者は多い。そ
こで本報告では、襟裳岬における漁船活用型ウォッチングを例にとり、あつれきがある動物の観光利用が成
立する条件を考察する。 襟裳岬にはゼニガタアザラシが周年滞在し、定置網の漁獲物を食い荒らす問題が
あるため駆除を含めた対策が実施されている。その最中、昆布漁師によるアザラシウォッチング事業が開始
された。本事業に関して現地の漁業関係者等に聞き取り調査を実施したところ、いずれの漁業者からも反対
する意見はなく、アザラシが町の観光資源だという認識が根付いていることが伺えた。鰭脚類と漁業者のあ
つれき緩和にむけては、対立から有効活用への意識転換とともに、観光業をあつれきに直面する漁業者自身
の利益に繋げる仕組みが重要である。しかし、襟裳岬においても定置網漁業者自身は観光業への参画に消極
的だった。その理由は観光業への無関心や漁師としての矜持など、あつれきとは直接関係のない価値観にあ
ると考えられ、今後の課題が浮き彫りとなった。 

 

 

P-56 
 

ニホンザルの被害防除事業のインパクト評価手法の開発 

―兵庫県丹波篠山市の柿収穫イベント「さる×はた合戦」の事例から― 
 

清野未恵子（神戸大学）・鈴木克哉（NPO 法人里地里山問題研究所） 

・安井直哉（丹波篠山市役所 農都創造部森づくり課） 

 

人間の居住地域に出没するニホンザルの群れは、柿や栗などの果樹に誘引されて人里に出没することがわ
かっている（Ueda et al., 2018）。そうした果樹は、食用に植樹されたものや、鳥類等に媒介されて自然に分
布したもので、現在はほとんどが人々に利用されていないために放棄果樹と呼ばれている。発表者は、兵庫
県丹波篠山市において、放棄果樹の積極的利用として柿の収穫イベント「さる×はた合戦」を 2013年から実
施支援し（清野、2016）、開始から 10年が経過した。本発表は、「さる×はた合戦」の取組みを事例に、被害
防除事業のインパクト評価手法を検討することを目的とした。そこで、「さる×はた合戦」を事例に、事業実
施に伴う環境的効果と社会的効果の 2 つにわけ、環境的効果は、収穫した柿の量と取組み地域全体の柿分布
との関係から評価した。社会的効果は、1）地域外参加者数の推移及び参加者のリピート率、2）地域内参加
者の推移、3）波及事業の数、の 3 点から評価した。本発表では、それらの結果を考察する。 
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P-57* 
 

ニホンザルを対象とした電気柵の機能評価と行動への影響について 
 

坂井もも・山本麻希（長岡技術科学大学） 

 

高い学習能力と社会性を持ち、環境を立体的に使うことのできるニホンザルに対して、農作地の有効な防
除方法として電気柵が挙げられる。積雪量の多い新潟県では冬季に撤去する必要があるため、ポリワイヤー
を用いた 8 段の電気柵が一般的である。しかし、漏電防止のための草刈りなどこまめな維持管理や、正負の
ワイヤーを交互に設置するなど複雑な構造のため、柵の設置に労力が必要とされる。そこで本研究では、8

段の電気柵が導入されている新潟県長岡市栃尾地域において、電気柵の設置管理状況を明らかにすることを
目的とし、電気柵の機能診断調査を行った。電気柵が設置されている 74 箇所の圃場で、電圧の出力状況及
びサルの侵入口となりうる柵周辺環境の 2 点について評価を行った。その結果 37 箇所の圃場で機能に不備
があることがわかった。また、高齢化・人口減少の進む中山間地域における適切な被害防除方法を提案する
ため、電気柵に対する取り組み状況や今後の農地管理に関する意向についてのアンケートを 3,521世帯で実
施した。発表では、この結果をもとに中山間地域における電気柵による防除対策の在り方について提案す
る。 

 

 

P-58 
 

関係機関の連携による国立公園でのニホンジカ対策～「日光地域シカ対策共同体」の取組 
 

丸山哲也（栃木県林業センター） 

 

日光国立公園では、ニホンジカの増加による自然植生の衰退が著しいことから、国、県、市の各機関が捕
獲や防護などさまざまな事業を実施してきた。しかし、十分な連携がとれていなかったことから、平成
26(2014)年に「日光地域シカ対策共同体」を設立した。共同体の構成機関は環境省日光国立公園管理事務所、
林野庁日光森林管理署、栃木県県西環境森林事務所・林業センター、日光市観光経済部環境森林課および各
総合支所である。規約には、「各構成機関の目的を理解し、各構成機関による取組を自らの取り組みと認識
し、意義を理解し、協力する。」と定めており、担当者レベルでの協力体制の構築を目的としている。 共同
体は毎年打合せを実施し、各機関の事業計画についての情報共有を行うとともに、許認可等必要な調整を行
っている。また、課題解決に向けたアイデア出しなどざっくばらんな話の中で、事業化につながるきっかけ
になることもある。さらに、人的協力依頼や物品の借用などは、必要に応じて適宜行っている。共同体の協
力体制により、単独の機関ではなし得ないことも実現できている。 

 

ポスター要旨　44ページ



P-59* 
 

都道府県による二ホンジカ指定管理鳥獣捕獲等事業の現局面 

：混合研究法による政策パラダイム転換仮説の検証 
 

古賀達也（森林総合研究所）・植松朔子（東京農工大学大学院農学府） 

 

2014 年鳥獣法改正時に設けられた指定管理鳥獣捕獲等事業制度や認定鳥獣捕獲等事業者制度は、減少・
高齢化の進む猟友会員主体の捕獲体制から、高度捕獲技術を有する民間事業体の参画による公共事業的捕獲
を伴う捕獲体制への転換を図ったものであるが、その効果については制度創設から約 10 年を経た今日にお
いても十分に検証されていない。本報告では、政策過程論における政策パラダイム転換仮説を手掛かりに、
混合研究法によって都道府県によるニホンジカ指定管理鳥獣捕獲等事業の現局面を報告する。指定管理鳥獣
捕獲等事業の評価シート（令和 5 年度分）を用いた量的研究を、当該事業に関連する全国のステークホルダ
ー約 50 名（都道府県職員、認定事業者、研究者）へのインタビュー調査など質的研究によってフェローア
ップした。分析の結果、特定計画における捕獲目標達成を目的とした捕獲事業に都道府県猟友会が従事して
いるパターンが多く、制度創設時の期待ほどは民間事業体の参画が進んでいるとは言えない。この要因とし
ては政策パラダイム仮説で重視される、従前の都道府県の捕獲事業の経路依存性、限定的な階層下の政策学
習、動員可能な政策資源の不足、の 3 点が指摘できた。 

 

 

P-60* 
 

豚熱の発生は人々の獣害対策を消極的にする：因果推論手法によるエビデンス 
 

遠藤友彦（国立環境研究所）・瓜生真也（徳島大学）・深澤圭太（国立環境研究所） 

・康傑鋒（上智大学）・久保雄広（国立環境研究所） 

 

野生動物の感染症は、人々の健康被害や経済的損失を引き起こす。しかし、感染症の発生が野生動物管理
に関わる人々の対策行動にどのような影響を与えるかは不明である。本研究では、イノシシでの感染症発生
が人々の対策行動に与える影響を探るため、イノシシでの豚熱発生前後における対策アイテムの購買変動に
ついて因果推論手法を用いて分析した。その結果、捕獲アイテムの購買数は発生後に 17%減少したのに対
し、防除アイテムの購買数は 73%増加した。これは、野生動物における感染症の発生により、人々の対策行
動が能動的なものから受動的なものへと変化することを示している。イノシシ管理において積極的な捕獲は
重要な対策の一つであることから、本結果は豚熱の発生が人とイノシシとの更なる軋轢を招く可能性がある
ことを示している。 
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P-61 
 

アライグマ防除への住民意識向上に向けた普及啓発の効果的な視点 

ー低密度地域住民が考えるアライグマの問題点ー 
 

小川晴那（NPO 法人新潟ワイルドライフリサーチ） 

 

特定外来生物であるアライグマの全国的な個体数増加と分布拡大が深刻な問題となっている。新潟県にお
いても、2018 年より捕獲が確認されて以降、捕獲数や目撃件数が増加傾向にあるが、同県内のほとんどの
エリアは未侵入または侵入初期段階にある。アライグマの根絶を目指し、低密度の段階で対策を行うこと
が、費用効率や動物福祉の観点からも優先されるべきである。未侵入・侵入初期段階においては、地域住民
によるアライグマの侵入の早期発見および防除が重要である。しかし、初期段階では、行政内での体制整備
や地域住民の認知が十分に進んでおらず、発見や対応が遅れ、被害の拡大が懸念される。本報告では、侵入
初期地域および未侵入地域において、地域住民がアライグマに対してどのような点に問題意識を持っている
かを把握するため、アライグマの企画展示の観覧者を対象にアンケート調査を実施した。また、その結果を
もとに未侵入・侵入初期地域の住民への効果的な普及啓発のポイントを検討した。 

 

 

P-62 
 

札幌市のヒグマ管理政策に対する市民の意識分析と対話の意義の検証 
 

遠藤優（北海道大学）・池田貴子（北海道大学 CoSTEP）・三上直之（名古屋大学大学院環境学研究科） 

 

野生動物管理政策を立案し、また状況に応じて改定を図るにあたって、政策に関わりうる市民の理解を得
ることは重要であり、その達成のためには、市民の考えを把握する必要がある。2021 年に起こった札幌市
東区の住宅街へのヒグマ出没のように、近年札幌市のヒグマ出没状況は変化しつつあり、それに伴いヒグマ
政策は大きな転換点を迎えている。これまで札幌市では、政策を改定する際、世論調査によって市民の考え
を調査してきた。世論調査のような量的な分析は、多くの市民の意見を効率的に把握できる一方、調査で明
らかとなった考えの背景にある市民個人の価値観を把握することは困難である。そこで 2021 年 2 月に開催
「さっぽろヒグマ市民会議」を開催し、ヒグマ政策について札幌市民が話し合う場を設けた。そして、その
前後で実施したアンケートおよび会議中の参加者の会話を分析し、世論調査では追えなかった市民個人の意
識や価値観を明らかにすることを試みた。加えてその結果から、札幌市のヒグマ政策において、実際の政策
に関して市民が話し合うことの意義を検証した。今回の発表では、現在進めている分析によって得られた結
果の概要について共有したい。 
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P-63 
 

ゾウ害の有無と自然共生教育が子どものゾウ認知に与える影響の評価 

：インド・オディッサ州を事例に 
 

岩﨑慎平（福岡女子大学）・平瀬夏鈴（元福岡女子大学） 

 

人々の野生動物に対する態度について調べた研究は多いものの、次代を担う子どもを対象とした事例は少
ない。また、獣害対策として住民啓発が有用だが、人と野生動物との共生を促進するための教育（自然共生
教育）が人々の態度に与える影響を評価した研究は少ない。以上を背景に、本研究は、インド・オディッサ
州を対象に、ゾウ害の有無と自然共生教育が子どものゾウ認知に与える影響を評価した。具体的には、自然
共生教育を実施した被害地、実施していない周辺被害地、さらに既往研究の自然共生教育を実施していない
被害地の中学生らが描いた絵画作品を試料として分析した。調査の結果、周辺被害地の子どもはゾウを「飼
育されたゾウ」、またはゾウと列車の衝突事故というメディア情報に基づく表現が多く見られた。他方、被
害地の子どもは実生活に根差した表現が多く、ゾウを「野生ゾウ」として認知していた。被害地間の比較結
果から、共通して紛争の現れの表現が多い一方、自然共生教育を受けた子どもはゾウ害から自分の身を守る
表現が多かった。ゾウ害の有無によってゾウの見方が異なること、そして自然共生教育を介して子どものゾ
ウ認知に影響を与えた可能性が示唆された。 

 

 

P-64 
 

日本国内の飼育下オオカミをめぐる近年の動向 
 

梅木佳代（北海道大学） 

 

本報告の目的は、1990（平成 2）年から現在までに日本国内の動物園等で飼育されたオオカミに関する情
報を集約・分析し、国内のオオカミ飼育史における近年の動向を把握することにある。日本のオオカミ飼育
史はこれまで解明されておらず、また、在来種であるエゾオオカミ・ニホンオオカミが絶滅した後の日本社
会におけるオオカミの位置づけや一般的な理解の変容過程を明確化するためにも、関連する情報や現状につ
ながる経緯を整理することが不可欠といえる。本報告の内容として、まずは 1990 年以降のオオカミの飼育
記録を有する国内施設の全体数と、各施設で飼育されるオオカミの亜種数・頭数を集約し、それぞれの推移
を明らかにした。次に、主要な全国紙（朝日新聞、日経新聞、毎日新聞、読売新聞）のデータベースを利用
して、飼育下のオオカミについてどのような報道がなされてきたのかを確認した。さらに、各施設が発行す
る広報誌や書籍等関連文献の内容、また現地で展示されるパネルやキャプション等を可能なかぎり閲覧し、
生体の展示と合わせてどのような情報が発信されているのか整理した。以上により得られた結果を統合し、
飼育史における近年の主要な動向と特徴を検討した。 
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P-65 
 

市民講座受講者のオオカミとその再導入に対する態度と意識の変化 
 

角田裕志（埼玉県環境科学国際センター）・桜井良（立命館大学） 

 

絶滅種の再導入の成功は市民に対する教育や普及啓発に拠るところが大きい。近年の日本へのオオカミ再
導入に関する全国規模のウェブアンケート調査から、反対意見が賛成意見を大きく上回ることが明らかにな
った。また、再導入の賛成意見にはオオカミの生態系機能への理解が関与する一方で、反対意見にはオオカ
ミとの軋轢への懸念が大きく影響することが示唆された。そこで、オオカミに関する市民講座の受講がオオ
カミやその再導入に対する態度を変化させるかどうかを検証した。2023 年 1 月～2024 年 10 月まで埼玉県
内の 10 会場で延べ 263 人を対象に、オオカミの生態や生態系における役割、保護管理の現状に関する市民
講座を実施し、受講者に対して受講の前後に知識や態度を問うアンケート調査を行った。同意が得られた延
べ 221 件の回答について、受講の前後で回答を比較した結果、講座を通じてオオカミに関する知識が深まる
ことが、オオカミやその再導入に対する肯定的な態度へと変化させる可能性が示唆された。今回の発表では
アンケート調査の集計結果を中心に報告するが、将来的には共分散構造分析を用いて回答者の属性や講座の
理解度との関係等を解析する。 

 

 

P-66* 
 

国内外来種と地域社会の関係に関する質的調査ー半構造化インタビューを中心にー 
 

平木雅（大阪大学）・太田貴大（大阪大学） 

 

外来種の侵入は、野生生物と人間のコンフリクトのひとつである。特に国内外来種の侵入は、国外外来種
と比較して問題が顕在化しにくいことから研究事例は依然として不足している現状にある。今回、中型哺乳
類が国内外来種として侵入している島嶼部を対象に、国内外来種と地域社会との関係や現状を明らかにする
ために集落区長を対象とした半構造化インタビュー調査や文献調査を実施した。本発表では、調査結果を報
告し今後の課題を検討する。 
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P-67 
 

都市林 × 市民科学：市民による生物出現記録のホットスポット分析 
 

神宮翔真（森林総合研究所）・海野南（東京大学） 

 

都市林は、生物多様性保全上重要であるのみならず、多くの市民にとって身近な自然環境としてある。都
市林を対象とした市民科学の推進は、自然共生社会の実現に貢献することが期待され、様々な事例地での実
践が蓄積してきた。現在は、それぞれの市民の日常的な行動の中での情報提供により、データが加速度的に
増加していくことが期待されている。一方で、データの蓄積には地理空間や生物種による偏りが大きく、そ
の特性を把握することが求められている。そこで本研究では、複数の市民参加型プラットフォームに蓄積さ
れてきた生物出現記録を用いて、同一の都市域におけるデータの空間分布パターンを解析する。特に、記録
のホットスポットとなる空間における森林管理の状況を考慮し、都市住民による情報提供がされやすい環境
の特徴を明らかにする。本報告では、茨城県つくば市の中心地における約 2 万件のデータを用いた分析の結
果を共有し、市民科学研究の新たな可能性について議論する。 

 

 

P-68 
 

Web データによるブナ科植物の国内外での利用実態と関心度の比較調査 
 

本橋篤（㈱野生動物保護管理事務所） 

 

ブナ科は日本を代表する植物で、森林生態系の維持のみならず、食料、材木、信仰、観光など、様座な分
野で重要な役割を果たしている。先行研究では、在来ブナ科植物への関心が季節や種によって変動すること
が報告されているが、亜種や国外種に関する網羅的な調査は十分に行われていない。また、日本で一般に「ド
ングリ」として知られるブナ科の堅果に関して、これは日本特有の俗称か、また海外ではどのような呼称や
関心があるのかは十分に調査が行われていない。 そこで本研究では、Web データを用いて、ブナ科の和名
と利用形態の調査、国別の堅果の俗称を比較を実施し、ブナ科植物と文化・社会との関わりを調査した。ま
ず、YList を用いてブナ科植物の和名リストを作成し、Google トレンド、Wikipedia、Flickr で得たデータか
ら和名や俗称の検索量の変動や利用形態を分析した。また、日本と海外におけるブナ科堅果の俗称を比較
し、関心の違いを探った。本研究は、ある特定の科グループが持つ人の文化・社会との関わり合いを整理・
体系化するための一助となり、さらにはブナ科植物が文化・社会に与える影響の理解へ繋がることが予想さ
れる。 
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P-69* 
 

鳥の鳴き声学習ツール「とりトレ」の体験イベント開催による有効性評価 
 

小川結衣（筑波大学・国立環境研究所）・深澤圭太（国立環境研究所） 

・長渡真弓（NPO 法人野鳥の会ふくしま）・増渕翔太（NPO 法人野鳥の会ふくしま） 

・寺山佳奈（国立環境研究所）・熊田那央（NPO 法人バードリサーチ・国立環境研究所） 

・吉岡明良（国立環境研究所） 

 

市民科学の手法を用いた鳥類モニタリングにおいて、録音された鳴き声から種組成把握がなされている。
しかし、録音音声から種判別する技能を持つ参加者育成が課題であった。発表者らは音声種判別技能向上の
ためのクイズ形式のオンライントレーニングツール「とりトレ」を開発して参加者に実験を行い、種判別技
能および鳥類への関心の向上を明らかにした。しかし、有効性評価のための実験は金銭的報酬を受け取る目
的で参加した大学生を対象に行った。とりトレのさらなる発展のためには、とりトレを知ってもらうこと、
報酬を主目的としていない参加者にもとりトレを行ってもらうことが必要と考えた。そこで一般から参加者
を募集し、とりトレの体験イベントを 2024 年 7月に福島市小鳥の森で開催した（参加者は 14 名、アンケー
ト対象者は 13 名であり、主にバードウォッチング初心者だった）。本発表ではイベントの開催報告をすると
ともに、参加者のクイズ回答履歴を用いたトレーニング中の正解率の変化、アンケートから把握した鳥類へ
の関心の変化について紹介する。なお本研究は、JST 次世代研究者挑戦的研究プログラム JPMJSP2124 の支
援を受けたものである。 

  

P-70 
 

基礎科学の探究の魅力・発見の喜びを、どうやって社会に伝えるか？ 

―ネイチャーガイドのスキルを活用した、生態学入門ワークショップ― 
 

矢崎英盛（東京都立大学）・沖田耕一（聖光学院中学校・高等学校）・池田貴子（北海道大学） 

 

進化学・生態学を含む基礎科学の意義を、広く社会に共有することの重要性は多くの指摘がなされてき
た。しかし、もともと科学への関心が薄い層にアプローチし、その関心を新たに開拓することは容易ではな
い。また研究者自身が感じる探究の魅力や発見の興奮を社会と共有することも困難な作業である。発表者は
蛾類を主対象とした行動生態学を専門とする傍ら、自然や生物の魅力を一般向けに紹介するネイチャーガイ
ドとして 10 年以上の活動キャリアを積んできた。ネイチャーガイドの現場では、自然に触れた経験の少な
い参加者に接する機会が多く、ゼロからその関心を喚起するための様々な工夫・技術が駆使される。発表者
はこのスキルを、基礎科学への理解を深める科学コミュニケーションの場で効果的に活用しようと試みてき
た。今回は 2018 年から横浜市の聖光学院中学校・高等学校で開催してきた昆虫採集と生態学入門ワークシ
ョップを融合させた実践について、2024 年 10月の内容を具体的に紹介する。フィールドで生徒自ら採集し
た昆虫を用い、定性的観察と定量的分析を通じて生態学の研究プロセスを追体験してもらう中で、その魅力
と意義を体感してもらうことを目指したものである。 
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P-71 
 

野生動物と共生するために私たちができること 
 

高崎智裕（福井南高等学校教員）・飯塚理久哉・岡野倖多・相馬一翔・坪川大倭・関笑里・浜崎夕奈 

・岩田紗也菜・加藤千尋・齋藤蓮・牧田胡珀・川道惺渚（福井南高等学校生徒） 

 

本校では「総合的な探究の時間」の授業を通して、ゼミ形式の探究活動をおこなっている。ゼミにはそれ
ぞれ教員が１名つき、生徒個々の関心に沿ったテーマで探究活動を支援している。私たちのゼミでは、「野
生動物と共生するために私たちができること」を主題として、昨年度から探究活動をおこなっている。野生
動物と共生するための第一歩として、「野生動物を理解すること」が大切であると考え、そのきっかけ作り
として、昨年度から野生動物の捕獲個体から得られる毛皮や角、あるいは爪などを活用したレザークラフト
やアクセサリーを制作している。今年度も県内で捕獲された野生動物の生皮の提供を受け、なめし皮の制作
をおこなった。また、県職員を講師として招聘し、県内の野生動物と人との軋轢について考える勉強会を企
画・開催した。今回のポスター発表では、これらの活動を含めた今年度４月からの探究活動について報告す
る。 

 

 

P-72 
 

カンムリワシの交通事故防止に関わる連携体制 
 

岸岡智也（弘前大学）・松本京子（青森公立大学） 

 

八重山地方に生息し 200羽程度の個体数と推定されているカンムリワシ（Spilornis cheela）はその採食行
動等の特徴から、交通事故に遭遇する危険性が高く、毎年平均で約 10 件の交通事故が発生している。本報
告では特に沖縄県石垣島におけるカンムリワシの交通事故防止および事故に遭った個体の救護・リハビリに
関わる関係者の連携について把握した。対象地では交通事故によるカンムリワシの負傷個体の救護、リハビ
リに関わる関係者の体制が構築されてきており、2023 年には行政機関として環境省、沖縄県、石垣市の各
部局、関係団体として獣医・救護に関わる組織、トラック・タクシー等の交通関係団体で構成される連絡会
が設置されるようになるなど、関係者間の意識共有が図られるようになった。また交通事故防止のための対
策としてはカンムリワシの目撃情報が多い地点での注意喚起の看板の設置、道路脇の落ち葉の除去などが実
施されていたが、ハード面での防止対策が難しく、市民およびドライバーへの注意喚起が最も重要であるこ
となどが把握された。 
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P-73 
 

鳥獣保護区と自然公園～保護地域の重複を考える 
 

奥山正樹（江戸川大学） 

 

愛知目標から 30by30 へと国際目標がより高度になる中、日本では現在、陸域の 20.5％、海域の 13.3％の
面積が保護地域として保全されている。その中で最大を占める自然公園、それに次ぐ鳥獣保護区はそれぞれ
陸域の 14.8%と 9.3%に相当している。いわゆる地域制をとる日本の保護地域では、個別の法令や条例等に
基づき、指定権者や指定目的が異なることから、原則として同じ地域への重複指定が前提とされている。一
方、重複指定の実態が横断的に検討されることはなく、重複面積は GIS 等を用いて算出されているにすぎ
ない。鳥獣保護区と国立・国定公園等の自然公園との重複についても全体像は明らかになっておらず、とく
に都道府県指定においては実態が不明である。しかし、国指定鳥獣保護区においては、全ての箇所について
作成されている指定計画書の中に、保護地域等との重複面積が記載されているため、本研究では、2022 年 1

月時点の国指定の全鳥獣保護区（86 か所）の指定計画書のデータを用いて検討を行った。その結果、国指定
鳥獣保護区と自然公園の重複は面積割合で 77.2％、鳥獣保護区特別保護地区では 85.9％に及んでいた。ここ
では、重複指定に係る法規制（許認可）について整理するとともに、鳥獣保護区の指定区分別に他地域との
重複の傾向等を分析した結果を示す。 
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